










































 第 1 章では、カンボジアの地理風土、経済動向、ASEAN 諸国との比較、農業の現状と課
題、貧困状況を述べた。まず基本的な地理状況を述べた上で、経済動向に言及している。
カンボジアは近年衣料関連産業や観光業に牽引され、比較的好調な経済成長率を記録して





























































分析に関しては、第 1 章から第 3 章では主に、Ministry of Planning や Ministry of 
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本論文は 1 章から 4 章に序章と終章を加えた、全 6 章で構成されている。まず序章では、
導入部分として本論文の主要なテーマである貧困の定義及び先行研究についての考察を行












困の現状を、主に ASEAN 諸国との比較分析から浮き彫りにする。 
第 2 章では、カンボジアにおける貧困関連政策の検証を行う。そのため、まず第 1 節に
て国家復興開発計画を始めとした各復興開発政策の変遷を辿る。同国は、国内のみならず
国際的な混乱を長期間経験したことから、復興・開発に関する政策の実行が非常に遅れて
いた。開発が開始された 1990 年代から現在までの政策を紹介する。第 2 節では、これらの
政策の効果に関する検証を、カンボジア版ミレニアム開発目標に照らし合わせて行い、政
策における課題を明確にする。 
第 3 章では、シェムリアップ州の現状と課題について述べる。第 1 節ではシェムリアッ





































第 1 節 開発政策の変遷 
構造主義1 



























































































                                                  




































譲許性援助の体系として、貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper: 以下





の広範な参加を確保するための方法、という 5 つで構成されている。 
PRSP は、従来の開発戦略のような市場経済システムによる経済成長の達成ではなく、貧
困の削減を最高目標に据えた、包括的開発枠組み（Comprehensive Development 
                                                  
































帯を 2 種類に分類し、それぞれ「第一次貧困（primary poverty）」と「第二次貧困（secondary 
poverty）」と名称づけている。前者は総収入が「単に肉体的な効率を維持するために必要な
                                                  








































































 プラハラードは、「The Fortune at the Bottom of the Pyramid」（2010）において、「多
国籍企業を含む大規模な民間部門が対応していない、或いは不十分な対応しか受けていな














い 40～50 億の貧困層」（Prahalad（2010）、6 頁）をボトム・オブ・ピラミッド（Bottom of 
the Pyramid: 以下 BOP16）として捉え、彼らを市場として扱う事が貧困緩和につながると
































                                                  
16 或いはベース・オブ・ピラミッド（Base of the Pyramid）の略称（Prahalad（2010）、24 頁）。 













加えて、国連開発計画（United Nations Development Programme: 以下 UNDP）が 1990
年より発行している「人間開発報告書」においても貧困は、重要な課題として捉えられて
いる。人間開発報告書では、各国の開発レベルの測定のために人間開発指数（Human 
Development Index: 以下 HDI）を算出している。HDI は、GDP や GNP 等では反映され
ない人間的な生活の度合いを、所得水準・平均寿命・教育水準の 3 つの側面から算出する
ものである。 
また、「人間開発報告書 1997 貧困と人間開発」からは、HDI よりもさらに貧困層の剥
奪状態を表すものとして人間貧困指数（Human Poverty Index: 以下 HPI）の算出も行っ
ている。この報告書では貧困に取り組むためには、所得貧困のみでなく、あらゆる側面で
取り組まなければならない事を述べている。なぜなら、世界銀行が貧困と定める指標の 1













に相当貢献できると述べている。20 世紀の大幅な貧困緩和を受け 21 世紀初頭に絶対的貧困
                                                  





「人間開発報告書 2003－ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けて―」では 2000 年
の国連ミレニアム・サミットにて採択されたミレニアム宣言から作成されたミレニアム開
発目標（Millennium Development Goals: 以下 MDGs19）について考察している。MDGs























                                                  
19 詳細な説明は第 2 章以降で行う。 
20 例えばターゲット 1 は、「2015 年までに 1 日 1 ドル未満で生活する人口比率を 1990 年と比較して半減
させる」である。 
21 新興工業経済地域、Newly Industrializing Economies の略称。1970～90 年代にかけて急速な成長を遂
げた韓国、香港、台湾、シンガポールの 4 つの国・地域の総称（後藤（2004））。 
22 東南アジア諸国連合、Association of Southeast Asian Nations の略称。1967 年 8 月にタイ、インドネ
シア、マレーシア、フィリピン、シンガポールの 5 か国が結成した地域協力機構。84 年 1 月にブルネイ、
95 年 7 月にベトナム、97 年 7 月にラオス、ミャンマー、98 年 4 月にカンボジアが加盟し、現在は 10 か
国で構成されている（後藤（2004））。 
23 Least Developed Countries: LDC。発展途上国の中でも特に開発の遅れた国々を指す。その認定基準は、
①1 人当たり国民総所得（Gross National Income: 以下 GNI）が 992 米ドル以下、②HAI（Human Assets 
Index の略称、人的資源開発の程度を表す指標で、栄養不足人口の割合、5 歳以下乳幼児死亡率、中等教育




































                                                                                                                                                  
称、外的ショックからの経済的脆弱性を表す指標）が一定値以下、の 3 つである（外務省ホームページ）。 
24 World Development Indicators 2015 Online Tables のデータ。地域別では、南アジアが最も高く 68％、

































 カンボジア政府による貧困研究としては、カンボジア貧困プロファイル（Poverty Profile 
of Cambodia、以下貧困プロファイル）が発行されている。貧困プロファイルは、国家統計
局26により行われたカンボジア社会経済調査（Cambodia Socio-economic Surveys: 以下
                                                  
25 カンボジアのおける衣料関連産業は 1996 年にアメリカから最恵国待遇を給与されて以降、多くの企業
がアメリカ向け輸出を目的として進出してきており、その生産拠点が首都プノンペンである。衣料関連産
業はカンボジアの経済発展における牽引産業となっている。 
26 National Institute of Statistics: NIS。 
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れぞれ 1 人 1 月当たり、69,963 リエル、35,350 リエル、1,247 リエルとなっている27。食





は 1 人当たり 106,560 リエル、1 人 1 日当たりの貧困ラインは 3,503 リエル（約 0.88 ドル）
となる。以前の農村部の貧困ラインは 3,213 リエルであるため新貧困ラインは 290 リエル
高くなっている。農村部の貧困ラインは、最も低く設定してあり、プノンペンは農村部の
約 1.8 倍の 6,347 リエル、その他都市部では約 1.2 倍の 4,352 リエル、カンボジア全体では
約 1.1 倍の 3,871 リエルである。この数値の差は主に非食糧費の差によるもので、特にプノ
ンペンにおける同数値は農村部の約 2.8 倍に上る。 
カンボジア政府及び Ministry of Planning は UNDP と提携し、カンボジア人間開発報告
書（Cambodia Human Development Report: 以下 CHDR）の製作を行っており、HDI を
中心としたカンボジアにおける人間開発の状態を測定している。CHDR 1998（Ministry of 
Planning & Royal Government of Cambodia（1998））のテーマは、女性とジェンダーで
あり、カンボジアの開発における女性の役割と状況、健康や教育および消費の機会へのア
クセスのおけるジェンダー不平等を採り上げている28。カンボジアの人間開発レベルや伝統
                                                  
27 Ministry of Planning（2013）より。 





































                                                                                                                                                  
of Planning & Royal Government of Cambodia（1997））。 
29 International Labour Organization、国際労働機関。 
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CHDR 2007（Ministry of Planning & United Nations Development Programme 
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第 1 章 カンボジアの現状と課題 
 
はじめに 







題をまとめる。第 3 節では、カンボジアにおける貧困の現状を、主に ASEAN 諸国との比
較分析から浮き彫りにする。 
 
第 1 節 カンボジアの経済の現状 
1-1-1 カンボジアの地理風土 
 































































































































































出所）National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）、総務省統計局及び World Bank Group
より筆者作成。 
注）国勢調査等のデータに関してはそれぞれ、1962 年が「1962 census」、1980 年が「1980 General 
Demographic Survey」、1994 年が「1993-94 Socio-Economic Survey of Cambodia」、1996 年が「1996 
Demographic Survey of Cambodia」、1998 年が「1998 Census」、2004 年が「2004 Cambodia Inter-censal 
Population Survey (CIPS)」、2008 年が「2008 Census」、2013 年が「Cambodia Inter-censal Population 
Survey, 2013」に基づくものである。 
 
 年間平均総雨量は 142 から 200 センチメートル程度34、気候は乾季と雨季とがあり、雨
季は 5 月中旬から 9 月中旬あるいは 10 月上旬まで、乾季は 11 月上旬から 3 月まで続き、4
月及び 5 月上旬の期間は熱気を帯びた状態となる。平均最高気温は 33.3 度、平均最低気温
                                                  
31 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2011）。 
32 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2013）。行政区分の名称に関しては、高橋（2001）
を参照。 
33 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2011）。 
34 同上（2011）、2010 年は平均 158 センチメートル。 
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は 22.8 度であり、カンボジアにおいて 1 月は最も寒く、4 月が最も暑い月となる35。雨季
のメコン川が氾濫する事があるが、それにより運ばれてくる養分が農業に生かされている。 
 図 1－1－2 で表すように近年人口は増加傾向にある。図内の棒グラフはカンボジア国勢
調査等のデータ、折れ線グラフは世界銀行のデータを示している。国勢調査等の結果から、
1980 年時点では約 659 万人に過ぎなかった全人口は、2013 年には約 1,468 万人とこの期
間で 2 倍以上に増加している事が読み取れる。一方で世界銀行の結果は、1974 年まで増加




















動力となっている。図 1－1－3 が示すように、GDP は 2000 年代初めより順調な成長を示
しており、特に2004年から2007年の4年間は10％を超える高い経済成長を持続している。
2009 年に、世界的な経済危機の影響を受け、成長率は 0.1％にまで落ち込んだものの、2010
年には 6.0％まで回復を見せている。また、2011 年には 6.0％、2012 年には 6.5％の成長率
を維持していると予測されている40。 
                                                  
35 同上（2011）。気温は 2003 年から 2010 年までの 8 年間の平均値。 
36 民主カンプチアに関する詳細は、第 2 章を参照。 
37 2008 年時点。National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2011）。 
38 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）。 




また GDP 総額は、2001 年時点で約 39 億 8,400 万ドルであったが、2009 年に約 103 億
8,500 万ドル、2010 年に約 114 億 3,800 万ドルと順調な成長を見せており、2011 年には約
129 億ドル、2012 年には約 142 億ドルに達するとの予測がなされている41。 
 
























出所）Ministry of Economy and Finance（2010）及びカンボジア開発評議会より筆者作成。 
注）2011 年及び 2012 年の値は予測値。 
 







カンボジア 152 438 2,890
ラオス 112 308 4,550
ミャンマー - - -
ベトナム 1,714 4,550 5,070
マレーシア 3,132 6,695 22,530
インドネシア 8,683 23,151 9,270
タイ 3,873 8,997 13,430
フィリピン 2,721 7,713 7,840
シンガポール 2,979 4,150 76,860
ブルネイ 161 - -






出所）World Bank Group、World Development Indicators 2015 Online Tables より筆者作成。 
注）「－」はデータが無いことを表す。 
 
1 人当たり GDP も同様に増加しており、2001 年時点で 312 ドル程度であったが、2010
年には 830 ドルと約 2.7 倍になっている。また、2011 年及び 2012 年には、それぞれ 904
ドル、984 ドルになると予測されている42。しかし、カンボジアの経済規模は近隣諸国と比
較しても、未だに小さい。表 1－1－1 はカンボジアを含む ASEAN 諸国の GDP 値、GNI





値、1 人当たり GNI 値をまとめたものである。国際比較のため、前述のデータとは出所が
異なり、世界銀行のデータを利用して作成している。カンボジアの 2013 年の GDP は 152
億ドル、2013 年の購買力平価換算による GNI が 438 億ドルと、他国と比較しても大幅に
低い。国境を接する 3 か国と GDP を比較すると、タイは約 21 倍、ベトナムは約 10 倍、
唯一カンボジアより低いラオスは約 0.7 倍となっている。1 人当たり GNI に関しては 2,890
ドルとデータを入手可能な国の中で最も低く、ラオスの 4,550 ドルと比較しても約 1.6 倍の







 図 1－1－4 は、2011 年のカンボジアの産業分野別 GDP 構成比の推定値を示しており、

















 GDP 及び各産業の成長率を表しているのが、表 1－1－2 である。農林水産業部門の主力
の農産物は、2003 年及び 2005 年に、21.9％、27.6％と高い成長率を示したが、2006 年以
降は 10％に達しておらず、2011 年には 3.7％に留まっている。農産物の GDP は、4 兆 2,330
28 
 









の鈍化が見られ、2008 年に 4.0％、2009 年にはマイナス 9.5％と大きな下落となっている。
しかし、翌 2010 年には 13.6％に回復をしており、2011 年も 8.5％とプラス成長となってい
る。 
 
表 1－1－2 GDP 及び産業別成長率（2001 年－2011 年、％） 
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
農林水産業 3.6 -2.5 10.5 -0.9 15.7 5.5 5.0 5.7 5.4 4.0 3.6
　農産物 0.6 -4.8 21.9 -2.3 27.6 5.3 8.2 6.6 5.8 5.7 3.7
　畜産業 10.8 -1.1 5.7 3.9 5.6 8.2 3.7 3.8 5.0 5.6 3.9
　水産業 5.9 0.6 1.7 -1.7 5.6 3.8 0.8 6.5 6.0 0.4 3.8
　林業 -1.5 -4.3 -3.0 0.8 5.1 7.0 1.1 0.9 1.1 0.2 1.1
工業 11.2 17.1 12.0 16.6 12.7 18.3 8.4 4.0 -9.5 13.6 8.5
　製造業 15.2 14.4 12.3 17.7 9.7 17.4 8.9 3.1 -15.5 29.6 9.0
　　うち、繊維・衣料・履物 28.4 21.4 16.8 24.9 9.2 20.4 10.0 2.2 -9.0 18.5 10.4
　建設業 -1.8 27.1 11.1 13.2 22.1 20.0 6.7 5.8 5.0 -25.5 6.4
サービス業 11.1 7.7 5.9 13.2 13.1 10.1 10.1 9.0 2.3 3.3 6.3
　商業 3.4 2.8 3.7 5.8 8.5 7.1 9.5 9.4 4.2 7.5 6.0
　ホテル・レストラン 22.6 18.8 -16.8 23.4 22.3 13.7 10.2 9.8 1.8 11.2 10.7
　運輸通信 16.8 6.1 3.2 9.6 14.5 2.1 7.2 7.1 3.9 8.0 6.8
　不動産・事業サービス 12.3 8.9 23.3 20.3 7.8 10.9 10.7 5.0 -2.5 -15.8 5.1
　その他サービス 23.4 10.5 13.7 18.0 18.3 17.2 12.1 12.0 2.9 4.2 4.6
生産物に課される税 2.5 12.6 0.6 27.6 6.1 7.6 45.7 9.1 6.1 0.1 4.1
GDP 8.1 6.6 8.5 10.3 13.3 10.8 10.2 6.7 0.1 6.0 6.0  
出所）Ministry of Economy and Finance（2010）及びカンボジア開発評議会より筆者作成。 
注）2011 年の値は予測値。 
 
表 1－1－3 は GDP 構成における工業部門の内訳を表している。この部門の成長を牽引し
ているのは、繊維・衣料・履物等の衣料関連産業と建設業である。上表でも衣料関連産業
は時折 20％を超える高い成長率を見せており、工業全体と同様に、2008 年と 2009 年に多
少の沈みがあったものの、2010 年には成長率の回復が見られ 2011 年も 10％を超える成長
率である。衣料関連産業の GDP が 4 兆 9,930 億リエル（約 12.5 億ドル）と、製造業全体
（7 兆 7,420 億リエル（約 19.4 億ドル））の約 64％、工業全体（11 兆 5,010 リエル（約 28.8
億ドル）の約 43％を占めている事から、工業部門における主要な産業の 1 つと言えよう。
                                                  




2010 年にはマイナス 25.5％と非常に大きく下落している（上表）。2011 年になるとようや
く 6.4％とプラス成長となっている。建設業に関しては、多国籍企業による衣料関連産業用
の工場の建設や、ホテル等の観光関連施設の建設が中心となっている。2011 年時点の建設





表 1－1－3 GDP 構成における工業の内訳（2001 年－2011 年、10 億リエル） 
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
鉱業 40 48 58 74 97 115 135 165 196 279 317
製造業 2,622 2,955 3,374 4,027 4,585 5,541 6,074 6,441 6,208 6,913 7,742
　食品・飲料・たばこ 467 457 488 505 608 664 757 924 978 1,071 1,160
　繊維・衣料・靴 1,681 1,973 2,294 2,847 3,158 3,869 4,234 4,315 3,938 4,403 4,993
  木材・紙・出版 104 112 105 119 148 171 203 239 252 273 294
  ゴム製造業 62 74 111 122 126 181 148 153 168 219 248
  その他製造業 308 339 377 433 545 657 732 811 872 947 1,047
電気・ガス・水道 73 82 93 110 124 164 195 212 230 252 280
建設業 750 985 1,106 1,288 1,631 1,995 2,338 2,572 2,694 2,845 3,161
工業全体 3,484 4,070 4,631 5,498 6,436 7,816 8,741 9,389 9,327 10,289 11,501  
出所）Ministry of Economy and Finance（2010）及びカンボジア開発評議会より筆者作成。 
注）2011 年の値は予測値。 
 
サービス業部門は、前述の図表で表したように 2011 年時点で、GDP 全体の約 38％と最
も大きな比重を占めており、特に商業、運輸通信などの比重が大きい。商業はそれほど高
い成長率とはなっていないが、10 年以上一桁の成長率を記録しており、2009 年時点で 3 兆
8,780 億リエル（約 9.7 億ドル）であり、2011 年では 4 兆 6,070 億リエル（約 11.5 億ドル）
に達すると予測されている44。不動産・事業サービスは、高い成長率を続けていたが、世界





 表 1－1－4 は、ASEAN 諸国の GDP の産業別構成比と 1 人当たり GNI を表している。
これら 10 カ国は 3 つのグループに分類することが可能だろう。第 1 が、シンガポールとブ
ルネイである。地理的条件等により、農業のウエイトが非常に低く、ブルネイは鉱業を中
心とした第二次産業、シンガポールではサービス業が高く、どちらも 7 割程度である。第 2
のグループは、ASEAN 諸国の中でも先行している 4 カ国のマレーシア、タイ、フィリピン、 
                                                  
44 Ministry of Economy and Finance（2010）。 
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カンボジア 34 26 16 41 2,890
ラオス 27 33 8 40 4,550
ミャンマー 57 10 7 33 -
ベトナム 18 38 17 43 5,070
マレーシア 9 41 24 50 22,530
インドネシア 14 46 24 40 9,270
タイ 12 43 33 45 13,430
フィリピン 11 31 20 58 7,840
シンガポール 0 25 19 75 76,860







出所）World Bank Group、World Development Indicators 2015 Online Tables より作成。 
注）「－」はデータが無いことを表す。ミャンマーの産業構造は 2000 年の数値を代用している。 
 
インドネシアである。農業の割合は 10％台或いはそれ以下にまで低下し、工業の割合がフ
ィリピン以外の 3 国が 40％台にまで増加しており（フィリピンに関しては、工業の割合が
比較的低く、代わりにサービス業が 60％近くなっている）、工業化が進行していると言える。
第 3 のグループは、CLMV 諸国45の 4 カ国である。特徴としては、農業の割合が高く、工
業及びサービス業の割合が低いことが挙げられるが、近年はこれらの国々の農業の割合も
低下の傾向を見せ、第 2 グループの経済構造に近づいている。CLMV 諸国の中でも特に、
ベトナムは農業の割合が 18％と低い一方で、工業が 38％、サービス業は 43％に達してい





また、産業別構成比と 1 人当たり GNI との関係を見ると、第 1 グループ、第 2 グループ、
第 3 グループの順に所得額が低くなる傾向が見られる。経済発展に伴い、産業構造の中心
が、農業（第一次産業）から工業（第二次産業）、さらにサービス業（第三次産業）へと移





                                                  
45 カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムの 4 国を指す。 
46 2000 年時点での農業、工業、サービス業の割合は、ラオスが 45％、17％、38％であり、カンボジアが












































て、プノンペンでは 1993／94 年から 2004 年の期間で 11.39％から 4.60％と半分以下にな
った47。一方で農村部では同期間に 43.12％から 33.66％と、9.46％ポイントの減少であり、
                                                  



















1 ヘクタール当たりの生産量は、2005 年時点で 2 トン程度であるのに対し、タイでは 2.65
トン、ベトナムでは 4.95 トン、世界平均 4 トンであり、農業技術は近隣諸国と比較しても
遅れていると言える（Lim（2006）、1－2 頁）。 





















                                                  
48 Lim（2006）、1 頁。 
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 前述したようにカンボジアにおける灌漑地の割合は非常に低い。図 1－2－3 では近隣諸
国の灌漑地の割合を示しているが、カンボジアの割合はラオス、ミャンマーのおよそ 3 分



































（2006））によると、1 人当たり年間米消費量を 143kg と仮定し、1 ヘクタール当たり平均










表 1－2－1 耕作地当たりの肥料消費量（kg／ha） 
2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
カンボジア 5.8 3.9 5.4 8.1 7.8 8.8 7.2 9.6 11.5 15.5 16.6
ラオス - - - - - - - - - - -
ミャンマー 4.3 10.3 19.9 6.5 9.0 15.8 7.6 6.2 6.6 15.2 15.7
ベトナム 305.0 342.3 403.9 292.3 300.2 353.0 305.7 407.7 323.3 311.5 297.1
タイ 110.5 149.2 131.7 112.7 117.4 125.0 130.5 122.1 162.2 161.5 153.2
 






















め、農民に負担を強いる事になる。例えば、尿素肥料の価格は 2000 年から 2005 年の間で
約 3 倍になっており、図 1－2－4 の稲作の生産コスト内訳で示すように、コスト全体の約
21％を肥料等に費やしているのが現状である。 






























表 1－2－2 主要農業生産物及び農業投入物の価格の推移と価格上昇率 




米（リエル／kg） 938 841 991 1,024 1,080 1,163 24
リョクトウ（Mungbean: リエル／kg） 2,405 2,335 2,084 2,095 2,770 2,726 13
大豆（リエル／kg） 1,649 1,507 1,635 1,715 1,908 1,598 -3
トウモロコシ（リエル／kg） 501 500 500 500 423 667 33
白ゴマ（リエル／kg） 2,465 2,268 2,308 2,639 3,188 3,611 46
黒ゴマ（リエル／kg） 3,389 2,674 2,553 2,781 3,470 3,665 8
農業投入物
ディーゼル（リエル／リットル） 1,482 1,382 1,625 1,745 2,080 2,622 77





でいない。2005 年時点でカンボジア保有のトラクターの数は 4,936 台であり、この数はタ
36 
 











下 MFIs）と ACLEDA 銀行だけがカンボジア農村地域における正式な金融機関である（Lim
（2006）、13 頁）。農家の 34％は銀行や MFIs を一度も利用した事がなく、その理由として
は 38％が「不必要」、23％が「担保がない」及び「金利が高い」と回答している52。2 割以
上が金利の高さを理由に挙げているが、ローンの金利自体は顕著な減少傾向にある。CGAP

















                                                  
51 タイ及びベトナムの数値は 2003 年のものである（Lim（2006）、12 頁）。 
52 Lim（2006）、13 頁。 
53 国際ボランティアセンター山形（2009）は、野菜に関して、季節にもよると限定した上で、需要の 70％
がベトナムからの輸入野菜によってまかなわれていると指摘している。 





















































                                                  


















表 1－2－3 一般世帯が国産農産物を選択する理由（％、2005 年） 
米 野菜 果物
価格 57 32 25
味 86 73 75
健康 10 77 75
外観 0 0 0
季節性 29 9 25




表 1－2－4 ホテルが国産農産物を選択する理由（％、2005 年） 
米 野菜 果物
価格 56 69 44
味 88 88 94
健康 19 31 19
外観 50 31 31
季節性 81 69 88
客の需要 0 6 19




















表 1－2－5 カンボジアにおける部門別投資（2000 年－2005 年） 
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005
承認済みプロジェクト数
総数 96 188 37 66 54 104
　衣料産業 52 76 16 31 28 53
　ホテル産業 10 4 4 11 3 4
　農産業 3 0 4 1 2 2
　その他 31 108 13 23 21 45
承認済みプロジェクトの固定資産（百万ドル）
総数 266 217 240 314 217 1050
　衣料産業 77 100 18 75 68 118
　ホテル産業 71 71 47 114 24 65
　農産業 6 0 37 2 12 14





海外直接投資（Foreign Direct Investment: 以下 FDI）は衣料産業やサービス産業へと集
中しており、国内投資も同様の傾向がある。表 1－2－5 は部門別の投資プロジェクト数及
びプロジェクト額を表している。2000年以降、衣料産業への投資プロジェクトは計 256件、
ホテル産業へは計 36 件なのに対し、農業関連産業への投資プロジェクトはわずか 12 件し
か行われていない。2000 年から 2005 年までの 6 年間での農業関連産業への投資総額も非
40 
 

























 カンボジアは WTO 加盟国であるため、世界市場への門戸は既に開かれており、3 つの大
きな市場、ASEAN、中国、EU からの優遇措置も受けている（Lim（2006）、25 頁）。ASEAN
加盟国であることから、共通効果特恵関税計画（Common Effective Preferential Tariff 
Scheme: CEPT）の基で有利な条件での市場アクセスが可能となっている。 





                                                  









































                                                  
58 Technical Barriers to Trade: TBT。 
59 Sanitary and Phytosanitary Measures: SPS。 














Chea、Sik（2001））によると米価格には強い季節性があり、12 月から 2 月までの収穫期























                                                  












第 3 節 カンボジアの貧困の現状と国際比較 
 表 1－3－1 は ASEAN 諸国62における貧困状況に関して、貧困率、貧困ギャップを用い
て示したものである。1 日 1.25 ドル未満の人口は 10.1％とタイやマレーシア、ベトナムと
比較すると高いものの、ASEAN諸国の中では中程度となっており、その貧困ギャップも 1％
台に留まっている。しかし、貧困ラインを 1 日 2 ドルに上げた場合は 41.3％と数値が跳ね
上り、貧困ギャップも 10％を超える。このことからカンボジアでは、1 日 1.25 ドルの基準


















カンボジア 2011 10.1 1.4 41.3 10.3
ラオス 2012 30.3 7.7 62.0 22.4
ミャンマー - - - - -
ベトナム 2012 2.4 0.6 12.5 2.9
マレーシア 2009 2.0 0.5 2.3 0.5
インドネシア 2011 16.2 2.7 43.3 13.0
タイ 2010 2.0 0.5 3.5 0.6
フィリピン 2012 19.0 4.0 41.7 14.1
国際貧困ライン
 
出所）World Bank Group、World Development Indicators 2015 Online Tables より筆者作成。 
注）「－」はデータが無いことを表す。 
 
 表 1－3－2 は ASEAN 諸国におけるジニ係数及び階層別所得または消費の割合を表した
ものである。この表から、カンボジアのジニ係数は 0.318 と ASEAN 諸国の中で最も低い
ことが分かる。また各階層別の割合を見ると、最下層 20％でも 9.0％のシェアを占めてい
                                                  
62 この節では ASEAN 諸国の内、シンガポールとブルネイに関しては、経済開発レベルが離れすぎており、
貧困状況等のデータがない等の理由により除外し 8 か国の比較を行っている。 
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る。これは他の CLMV 諸国であるラオスの 7.6％やベトナムの 7.0％よりも高く、最も低い








表 1－3－2 ASEAN 諸国におけるジニ係数及び階層別所得または消費の割合 
最下層20％ 第2層20% 第3層20％ 第4層20％ 最上層20％
カンボジア 2011 0.318 9.0 12.5 16.1 21.2 41.2
ラオス 2012 0.362 7.6 11.5 15.5 21.1 44.3
ミャンマー - - - - - - -
ベトナム 2012 0.356 7.0 11.6 16.1 22.2 43.0
マレーシア 2009 0.462 4.5 8.7 13.7 21.6 51.5
インドネシア 2011 0.381 7.6 11.3 15.6 21.8 43.7
タイ 2010 0.394 6.8 10.5 14.6 21.5 46.7
フィリピン 2012 0.430 5.9 9.4 13.9 21.2 49.7
シンガポール - - - - - - -




出所）World Bank Group、World Development Indicators 2015 Online Tables より筆者作成。 
注）「－」はデータが無いことを表す。 
 









































カンボジア 72 33 38 170 11 16 29.0 71 37 0.7
ラオス 68 54 71 220 15 22 26.5 72 65 0.2
ミャンマー 65 40 51 200 9 17 22.6 86 77 0.6
ベトナム 76 19 24 49 5 13 12.0 95 75 0.4
マレーシア 75 7 9 29 11 5 - 100 96 0.4
インドネシア 71 25 29 190 11 9 19.9 85 59 0.5
タイ 74 11 13 26 11 7 9.2 96 93 1.1
フィリピン 69 24 30 120 16 12 20.2 92 74 -
低所得国平均 62 53 76 440 - 24 21.4 69 37 2.3  
出所）World Bank Group、World Development Indicators 2015 Online Tables より筆者作成。 
注）「－」はデータが無いことを表す。 
 
 表 1－3－3 は ASEAN 諸国における健康関連指標の結果をまとめたものである。カンボ




1,000 人に当たり 33 人、5 歳未満児死亡率が 1,000 人当たり 38 人、妊産婦死亡率が 10 万



















表 1－3－4 ASEAN 諸国における教育関連指標 
 
出所）World Bank Group、World Development Indicators 2015 Online Tables より筆者作成。 
注）「－」はデータが無いことを表す。 
 
 表 1－3－4 は ASEAN 諸国における教育関連指標の結果をまとめたものである。若年層
識字率に関しては男女とも 90％に達しておらず、また他の ASEAN 諸国と比較しても低く、
更なる努力が必要と言えよう。成人識字率では男女差が大きく表れている。男性の結果は、










表 1－3－5 ASEAN 諸国における HDI の推移 
1980 1990 2000 2005 2008 2010 2011 2012 2013
カンボジア 0.251 0.403 0.466 0.536 0.564 0.571 0.575 0.579 0.584
ラオス 0.340 0.395 0.473 0.511 0.533 0.549 0.560 0.565 0.569
ミャンマー 0.328 0.347 0.421 0.472 0.500 0.514 0.517 0.520 0.524
ベトナム 0.463 0.476 0.563 0.598 0.617 0.629 0.632 0.635 0.638
マレーシア 0.577 0.641 0.717 0.747 0.760 0.766 0.768 0.770 0.773
インドネシア 0.471 0.528 0.609 0.640 0.654 0.671 0.678 0.681 0.684
タイ 0.503 0.572 0.649 0.685 0.704 0.715 0.716 0.720 0.722
フィリピン 0.566 0.591 0.619 0.638 0.648 0.651 0.652 0.656 0.660
低開発国平均 0.345 0.367 0.403 0.444 0.471 0.479 0.486 0.490 0.493  
出所）United Nations Development Programme（2014）より筆者作成。 
 





















カンボジア 2010 0.211 46.8 6,721 45.1 20.4 25.9 27.7 46.4 18.6 20.5
ラオス 2011/2012 0.186 36.8 2,447 50.5 18.5 37.7 25.4 36.9 33.9 27.6
ミャンマー - - - - - - - - - - -
ベトナム 2010/2011 0.026 6.4 5,796 40.7 8.7 35.9 25.7 38.4 16.9 20.7
マレーシア - - - - - - - - - - -
インドネシア 2012 0.024 5.9 14,574 41.3 8.1 24.7 35.1 40.2 16.2 12.0
タイ 2005/2006 0.004 1.0 664 38.8 4.4 19.4 51.3 29.4 0.4 13.2












出所）United Nations Development Programme（2014）より筆者作成。 
注）「－」はデータが無いことを表す。 
 
 表 1－3－5 は ASEAN 諸国における HDI の推移を表している。カンボジアの HDI は徐々
にだが確実に改善していると言える。1980 年時点では、ASEAN 諸国内で最も低く低開発
国平均よりも低いが、1990 年には CLMV 諸国の中でベトナムに次いで 2 番目に高い数値
となっており、この期間の平均成長率は 4.83％である。またこの時既に低開発国平均を上
回り、さらに 2005 年には 0.5 を超えている。しかし、その後の開発達成速度はそれまでと





 表 1－3－6 は ASEAN 諸国における多次元貧困指数（MPI）関連の結果を表している。
MPI は教育、保健、生活水準の面で剥奪状態にある人々の数、及び彼らが直面している欠









来ない問題であると言える。MPI を算出する 3 つの次元別の割合を見ると、教育及び健康
はどちらも 20％台でほぼ同水準であるのに対し、生活水準は 46.4％と大きな割合を占めて











せているものの、その経済規模は ASEAN 諸国と比較しても未だ小さいままであり、1 人当
たり GNI に関しては ASEAN 諸国内のデータ入手可能な国の中で最も低いという現状が確
認された。GDP 構成比では農林水産業は 32％とサービス業の 38％に次ぐ割合を占めてい






                                                  
63 生活水準に含まれるのは、「電気がない」、「清潔な飲み水へのアクセスがない」、「十分な衛生医療施設
がない」、「土間の家に住んでいる」、「「不潔」な炊事用燃料（家畜糞、薪、炭）を使っている」、「自動車も
なく、かつ自転車、オートバイ、ラジオ、冷蔵庫、電話、テレビのうち 1 つしか所有していない」の 6 つ
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第 1 節 カンボジアにおける貧困関連政策 
2-1-1 植民地化、独立から紛争 
2-1-1-1 アンコール王朝の衰退、植民地化 
 12 世紀から 13 世紀にかけて東南アジアに大きく領土を広げ最盛期を迎えていたカンボ
ジアのアンコール王朝はその後、東からはベトナム、西からはタイに侵攻されることとな
った。さらにベトナムからの干渉により、シェムリアップからウドン64、プノンペンへの遷
都等を経過し、現在のカンボジアの国土へと近づいていった。1884 年 6 月には、フランス・
カンボジア協約の調印によりカンボジアは主権を失い、1887 年 10 月にはフランス領イン
ドシナ連邦へと編入されることとなった。その後、バッタンバンやシェムリアップなどの
諸州がタイに割譲されるなど、第二次世界大戦の影響に大きく翻弄された。その後、1953
年 8 月から 10 月にかけて、フランスから警察権・司法権・軍事権が移譲され、同年 11 月 9
日にカンボジアは完全独立を達成することとなった。 
 









                                                  
64 プノンペンと隣接するカンダル州の都市。 







2-1-1-3 民主カンプチア（ポル・ポト政権）時代（1975－1979 年） 








2-1-1-4 カンプチア人民共和国（ヘン・サムリン政権）時代（1979－1991 年） 




1979 年から 1982 年までのカンボジアの情勢は、中国が支持するポル・ポト軍対、ベトナ
ム軍とベトナムが支えるヘン・サムリン政権軍という形であったが、1982 年から 1989 年
の期間になるとその形は、中国・ASEAN 諸国・西側諸国が支援する 3 派連合67と、ソ連・
東欧ブロックが支援するベトナム軍及びヘン・サムリン軍との対立という形へと対決の構
図は拡大していった。その後、世界的な冷戦構造の終焉によるアメリカ・中国・ソ連のパ
ワーバランスの変化を受けて、1989 年 9 月にベトナムがカンボジアから完全に撤退し、和
平の道が開かれることとなった。 
 
2-1-1-5 パリ和平協定から総選挙、復興にむけて（1991－1993 年） 
 カンボジアにおける和平交渉は 1987 年頃から開始されたが、上述の通り、各国の思惑が
交錯しており容易には解決されなかった。1990 年 6 月は東京会議、同年 9 月はカンボジア










対するスタンスも変化が起こった。このような流れの中で 1991 年 10 月 23 日にパリにおい
てパリ和平協定が 19 カ国68によって調印された。翌 1992 年 3 月には、「国連カンボジア暫
定統治機構（United Nations Transitional Authority in Cambodia: UNTAC）、以下
UNTAC」が発足し、軍事以外にも警察、行政機構構築等、包括的な平和維持活動が行われ
た。さらに翌年、1993 年 5 月に第 1 回総選挙が実施、9 月には新憲法が公布された。この
結果、フンシンペック党のノロドム・ラナリット第一首相、カンボジア人民党のフン・セ
ン第二首相による、2 人首相制の連立政権が誕生した。 
 また、1992年6月には、カンボジア復興国際委員会（International Committee on the 
Reconstruction of Cambodia: ICORC）が組織・開催され、この時期になりようやく復興に
向けた道筋が出来始めたと言える。 
 




ていた。1993 年の UNTAC 撤退後に政府は、「国家復興開発計画69（The National Program 
to Rehabilitate and Develop Cambodia: NPRD）、以下 NPRD」を 1994 年 5 月に策定し、
以降は、NPRD に沿った援助が行われることとなった。これは新政権発足後、初めての本
格的・総合的な国家開発計画であった。NPRD は 2 つの原則と 6 つの目標で構成されてい
る。第 1 の原則は、政府を国家開発の立案者かつ管理者として定義することであり、第 2
の原則は、政府をカンボジアにおける民間セクターの共同経営者として定義することであ
る。この 2 つの原則に基づいた 6 つの目標とは、①法の支配が普及した「法治国家」とし




















 NPRD は全 9 章で構成されており、第 1 章では「開発の基礎となる概念」が説明され、











2-1-3 第一次社会経済開発計画（第一次 SEDP）（1996－2000 年） 
 このように各分野の開発計画を設定した NPRD と対をなす計画として、「社会経済復興計
画 1994 年～1995 年」と「公共投資計画711996 年～1998 年」が策定された。さらにこれら
を統合し、1996 年に策定されたのが「第一次社会経済開発計画（Socioeconomic 
Development Plan: SEDP）、以下第一次 SEDP」である。第一次 SEDP は初の国家 5 カ年
計画であり、1996 年から 2000 年までを対象期間としている。 













                                                  
70 第 2 章では「経済復興」、第 3 章では「国家制度改革」、第 5 章では「人材育成」、第 6 章では「物的イ
ンフラの再建」、第 8 章では「計画実施上の留意点」、第 9 章では「総括」が述べられている。 
71 Public Investment Program: PIP。 












 第一次 SEDP の第 1 部第 1 章では、「開発の目的、戦略、障害」として、この計画の説明
が行われ、続く第 2 章からは個々の計画対象分野に関して論じている。第 2 章「雇用と貧
困」では、雇用創出と貧困削減がカンボジア政府及び本計画にとって最も重要な課題であ
るとし、カンボジア社会経済調査 1993 年～94 年の調査結果に基づいた貧困分析を行って
いる。第 3 章「社会的弱者の社会復興と開発」では、カンボジアの歴史的事情により、農
村レベルでの社会保障制度は既に機能しておらず、弱者救済が急務であると述べている。
第 4 章「農村地域の開発」では農村開発省、第 5 章「環境・天然資源の管理」では観光省
の機能と責任を中心として対応策が挙げられている。第 6 章「国家機関の改革」では、行
政改革、司法改革、軍隊縮小に加えて、国有企業の民営化についても言及している。 
 第 2 部は計画の背景と枠組みに関してまとめてある。第 2 部第 1 章では、「1990 年から





に 10％ずつの投資が計画されている。つまり、農業部門には 2 億 2,000 万ドル（総額 22
億ドルの 10％）が割り当てられ、そのうち 97％は農村部に投資されることが予定されてい
る。 








                                                  































2-1-4 第二次社会経済開発計画（第二次 SEDP）（2001－2005 年） 
 第一次 SEDP は 2000 年に終了したが、1997 年の政情不安やアジア通貨危機の影響など
により、開発の主要指標の改善が見られたものの、目標達成には及ばなかった。第一次 SEDP
に続く、「第二次社会経済開発計画（以下、第二次 SEDP）」は 2001 年からの開始予定であ
ったが、この策定は大幅に遅れ、2002 年 7 月の成立となった。第二次 SEDP は計画省が担
当し、ADB が策定の支援を行い完成した。 
 第二次 SEDP は、経済成長を通じた貧困削減を最重要目標としており、戦略としては①
                                                  











 計画の目標値として、経済成長については、経済成長率 6.1％、人口増加率 2.5％、1 人
当たり GDP 成長率 3.5％を設定しており、2005 年における 1 人当たり GDP を 320 ドルに
引き上げることを目標としている。所得貧困の削減については、現状の所得分配水準を前






2-1-5 国家貧困削減戦略（NPRS）（2003－2005 年） 
 2003 年 1 月に、カンボジアにおける貧困削減戦略文書である、「国家貧困削減戦略 2003
－2005（National Poverty Reduction Strategy: NPRS）、以下 NPRS」が承認された。同
戦略では貧困削減を目標とし、8 つの優先課題を設定している。 




























 2004 年 7 月、第 3 次政権成立後の初閣議にてフン・セン首相が表明した国家開発戦略が、
「成長、雇用、公正、効率のための四辺形戦略（Rectangular Strategy for Growth, 





















                                                  




2-1-7 国家戦略開発計画（NSDP）（2006－2010、2009－2013、2014－2018 年） 
 2006 年以降の 5 カ年計画として、上述の NPRS と第二次 SEDP を一本化した「国家戦
略開発計画（National Strategic Development Plan 2006-2010: NSDP）、以下 NSDP」が、



















いる。当計画はその後、NSDP 2009-2013、さらに NSDP 2014-2018 へと改訂されており、
現在も実行中の開発計画である。 
 






際通貨基金（IMF）の協力の下、1990 年代に策定された国際的な開発目標を、2000 年 9
月の国連総会で拡充し採択されたものである76。2015 年までに、人類の将来の繁栄に向け
た基礎的条件を整える重要な国際目標として 8 つの指標を設定し、明確な量的目標と達成 
 
                                                  
76 後藤（2004）、204 頁。 
60 
 




























































出所）Ministry of Planning（2013）を基に筆者作成。 
注）MDGs は 8 つの目標を設定しているが、CMDGs ではカンボジアが地雷、爆発性戦争残存物保有国で、
これらの問題解決が優先事項であるとの認識から独自の目標を加え、全部で 9 つを設定している。目標 8

















 2000 年の MDGs の採択以降、カンボジアにおいても目標達成に向けた取り組みが続けら
れている。加えて 2003 年には、MDGs をカンボジア向けにローカライズしたカンボジア版
ミレニアム開発目標（Cambodia Millennium Development Goals: CDMDs、以下 CMDGs）
が策定された。CMDGs は国民の合意に基づいたカンボジアの現実を強く表していると言え
る。カンボジアには、20 年以上にわたる戦争の負の遺産として地雷及び爆発性戦争残存物
（Explosive Remnants of War: ERW）と戦争犠牲者の課題が残存していることを受け、
MDGs に目標を 1 つ追加し、合計 9 つの目標を設定している。各目標及びターゲットは表
2－2－1 の通りである。CMDGs におけるターゲットは必ずしも MDGs と同一の達成目標
値を設定していないが、国の五カ年計画の目標とも適合するよう定められている。 
 以降は、カンボジアにおける貧困関連政策の検証のため、MDGs 目標内の各ターゲット








2-2-2 目標 1 極度の貧困及び飢餓の撲滅 
2-2-2-1 貧困及び飢餓の状況 
 1993－1994 年における貧困率は、世界銀行基準の貧困ラインの下で約 39％と推定され










全体の貧困率は、2007 年時点で 47.8％と半分近く非常に高い数値であったが、2008 年に






農村部にて劇的な改善が見られることも要因の 1 つである。2007 年時点で農村部の貧困率
は、過半数である 53.2％と深刻な状況であったにも関わらず、翌 2008 年には 31.9％にま
で改善している。引き続き 2009 年には 24.6％、2010 年には 22.7％と緩やかな改善が見ら
れ、2011 年には 20.7％となっている。これは、全人口の 80％近くが農村部で居住している
というカンボジアの状況から予測可能であろう。 
 
表 2－2－2 貧困及び飢餓（食糧貧困）状況の推移 
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
2015年
ターゲット
貧困人口（％） 47.8 29.9 22.9 21.1 19.8 19.5％以下
　農村部（％） 53.2 31.9 24.6 22.7 20.7 -
飢餓（食糧貧困）人口（％） 18.7 7.7 4.3 4.1 2.7 10.0％以下
　農村部（％） 21.3 8.6 5.1 4.7 3.0 -
 




 また貧困状況と同様に 2007 年時点、カンボジアにおいて飢餓（食糧貧困）78の状況は深
刻であった。表 2－2－2 で表すようにカンボジア全体の飢餓の割合は 18.7％であり、農村
部においては 21.3％に達していた。しかしその後、カンボジア全体で 2008 年には 7.7％、
2011 年には 2.7％にまで劇的な改善を見せている。同期間に農村部では、8.6％から 3.0％
に下がっており、やはり大幅な改善が確認できる。CMDGs のターゲットは、「飢餓の割合









表 2－2－3 最下層 20％人口の消費割合及びジニ係数の推移 





6.85 7.46 8.00 8.34 8.98 11.00％以上
ジニ係数 0.411 0.381 0.343 0.341 0.313 -
 
出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 
 不平等状況に関しては、最も貧しい 20％の人々の消費割合とジニ係数の 2 つが算出され
ている。表 2－2－3 で示すように前者の数値は緩やかではあるが上昇を示しており、政策
の効果が見られる。具体的には 2007 年の 6.85％から 2008 年に 7.46％、2009 年に 8.00％、




 またジニ係数に関しても長期的な下落が見られる。この項目は CMDGs のターゲットに
は含まれていないが、国家内の不平等度の測定、また他国との比較に用いられる重要な項
目と言える。2007年の数値は 0.411と比較的高かったが、2008年に 0.381、2009年に 0.343、
2010 年に 0.341、2011 年に 0.313 と順調な改善を見せている。カンボジアのジニ係数は
                                                  
78 ここで飢餓（食糧貧困）とは、総消費が貧困ラインにおける栄養学的な達成基準以下の人々と定義して
いる（Ministry of Planning、2013）。 
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は、2005 年と 2010 年の間で少しの改善も見られず、両者とも 28.0％という結果であった。
この項目のターゲットは 19％以下であるため、目標達成のためにはさらなる努力が必要で
ある。発育阻害児の割合は 2005 年の 43.0％から 2010 年の 40.0％へと 5 年間でわずか 3％
ポイントのみの進展しか見られなかった。同項目のターゲットは、25.0％以下であるため、
現状ではこの達成は困難であると言わざるを得ない。また衰弱児の割合は、同期間でむし
ろ悪化しており、2005 年の 8.0％から 2010 年には 11.0％に達している。貧血にかかってい
る子どもと女性の割合も、同期間にほとんど減少していない。子どもの貧血有病率はこの
期間に 62.0％から 55.0％へ、女性の貧血有病率は 47.0％から 44.0％へと少しの改善が見ら
れるのみであった。ヨウ素添加食塩を使用している世帯割合の項目は、前述の 5 項目と比










5歳未満低体重児の割合（％） 28.0 28.0 19.0％以下
発育阻害児の割合（％） 43.0 40.0 25.0％以下
衰弱児の割合（％） 8.0 11.0 6.5％以下
6～59カ月の子どもの貧血の有病率（％） 62.0 55.0 42.0
15～49歳の女性の貧血の有病率（％） 47.0 44.0 42.0
ヨウ素添加食塩を使用している世帯割合（％） 73.0 83.0 90.0
 
出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 
                                                  
79 ASEAN 諸国のジニ係数に関しては第 1 章第 3 節を参照。また United Nations Development 
Programme（2014）によるカンボジアのジニ係数は 0.36 なのに対し、ASEAN 諸国（シンガポール、ブ




 カンボジア政府は 18 歳未満の子どもが生活の大部分を労働に従事することがないよう、
法律で義務付けており、6～17 歳の児童労働の割合は近年急速に減少している。2009 年の







農村部の割合は 16.1％であるのに対し、プノンペンは 5.9％、その他都市部は 12.5％に抑
えられている（Ministry of Planning（2013））。また、生活レベルの高低による割合の変化
も生じている。月当たりの 1 人当たり消費額で 4 つのグループに分類した場合、最も低い
25％の数値が 20.7％と最も高いという結果となった。消費レベルが上がるにつれて児童労
働従事の割合も減少しているものの、最も高い 25％のグループでさえ 6.4％は残存してい
ることが明らかになった（Ministry of Planning（2013））。 
 
2-2-3 目標 2 普遍的基礎教育の達成 
2-2-3-1 識字率 
 















出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 
 図 2－2－1 で示されているように、カンボジアにおける若年層（15～24 歳）識字率は近
                                                  
80 Ministry of Planning（2013）では、多変量解析を使用し、統計的に分析を行っている。 
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年大きな改善がなされた。2005 年時点で 80.4％であったが 2007 年には 88.5％と大きく進
展している。その後一時的な後退はあったが傾向としては継続した数値の向上が見られ、
2013 年には 92.5％と、目標の 100.0％に近づいている。若年層識字率における男女差も急
速に小さくなっており、2007 年時点で 92.9％であったが、2011 年には 99.1％となってい
る。一方で、経済状況による格差は生じており、若年層識字率を消費額の高低で 4 つのグ










表 2－2－5 就学率及び修了率の推移 
2008/09年 2009/10年 2010/11年 2011/12年 2012/13年
2015年
ターゲット
小学校（初等教育）の純就学率（％） 94.4 94.8 95.2 96.4 97.0 100.0
　男子（％） 94.8 95.0 95.8 96.7 97.0 -
　女子（％） 94.0 94.6 94.6 96.1 97.0 -
中学校（前期中等教育）の総就学率（％） 61.6 58.1 58.5 55.0 53.6 100.0
　男子（％） 64.0 59.0 59.0 55.0 53.9 -
　女子（％） 59.2 57.1 57.8 55.0 54.2 -
小学校（初等教育）の修了達成率（％） 85.6 83.2 85.3 89.7 87.4 100.0
　男子（％） 85.4 82.8 85.6 89.6 86.9 -
　女子（％） 85.7 83.6 85.0 89.9 87.8 -
中学校（前期中等教育）の修了達成率（％） 49.1 48.7 44.4 42.1 40.6 100.0
　男子（％） 52.1 50.0 44.6 42.6 42.2 -
　女子（％） 45.9 47.3 44.3 41.6 40.4 -  
出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
注）小学校は第 1 学年から第 6 学年、中学校は第 7 学年から第 9 学年が対象である。 
 
 表 2－2－5 は教育レベル及び男女別の就学率と修了率の推移を表している。小学校（初
等教育）の純就学率は、2008／09 年時点で 94.4％と 90％超で、その後も徐々に数値は向




                                                  
81 Ministry of Planning（2013）では州レベルでの変動係数を測定しており、その数値が 1.7％に過ぎな
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点の 85.6％から 2012／13 年の 87.4％へと僅かながら上昇しているものの、90％にも達し
ていない。純就学率と修了率との差分はドロップアウト或いは留年の割合を示す。ここで
問題となるのはドロップアウト率が最も深刻なのが、第 1 学年である点である。Ministry of 
Planning（2013）は、この子どもたちは就学の登録は行うものの、一度も登校せず、生活
環境が貧しい或いは遠隔地に住んでいると指摘している（Ministry of Planning、13 頁）。
小学校の純就学率と修了達成率の両者を 100.0％にするという CMDGs ターゲットの達成
には、彼らが教育を受けられる環境づくりを行うことが必要である。 
 中学校（前期中等教育）レベルでは問題はさらに深刻である。中学校の総就学率の推移














時点で 49.1％と既に 5 割を切っていたが、年々数値は下がり、2012／13 年には 40.6％に
まで減少している。この項目の CMDGs ターゲットの目標値は 100.0％であるため、目標達
成の望みは薄いと言わざるを得ないだろう。ただし、この項目においても男女差は縮小傾
向にある点は評価できる。2008／09 年時点で、男子 52.1％、女子 45.9％で 6.2％ポイント



















 就学児童数は増加を続けてきたが、小学校では 2002／03 年、中学校に関しては 2007／
08 年をピークに近年では緩やかな減少を表している。表 2－2－6 を見ると分かるように、
2013／14 年時点の小学校児童数は約 207 万人、中学校は約 54 万人である。一方で 2013
／14 年時点の国内の小学校数は 6,993 校、中学校数は 1,244 校と順調に増加傾向にあり、
一校当たり児童数も徐々に減少しているが、特に中学校に関しては未だに学校数は不足し
ていると言えよう。また、教師 1 人当たりの児童数を見ると、小学校が約 46 人、中学校が
約 36 人と多く、教師・スタッフ不足はこの項目における課題の 1 つと言える。さらに、小
学校から村までの平均距離は 1.2 キロ、中学校までは平均 4.2 キロであり85、子どもにとっ
て通学には遠すぎる距離と言えるだろう。 
 
表 2－2－6 児童数、学校数、スタッフ数の推移 
小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校
2001/02 2,705,453 351,635 5,741 379 54,519 19,650 471.3 927.8 49.6 17.9
2004/05 2,682,129 528,940 6,180 578 60,841 21,985 434.0 915.1 44.1 24.1
2007/08 2,311,107 637,629 6,476 1,006 58,776 27,240 356.9 633.8 39.3 23.4
2010/11 2,191,192 560,868 6,767 1,189 56,339 30,012 323.8 471.7 38.9 18.7
2013/14 2,073,811 538,626 6,993 1,244 55,958 32,616 296.6 433.0 37.1 16.5
児童数（人） 学校数（校） スタッフ数（人） 一校当たり児童数（人） スタッフ当たり児童数（人）
 
出所）Ministry of Education, Youth and Sports（2014）より筆者作成。 
注）スタッフには教師と非教師の両方を含む。スタッフの内教師は 2013／14 年時点で、小学校が 44,895
人、中学校が 14,984 人であり、教師 1 人当たりの児童数は、小学校が 46.2 人、中学校が 35.9 人となる。 
 














最下層25％ 25％－50％ 50％－75％ 最高25％
％
 
出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
                                                  




図 2－2－2 は月当たりの 1 人当たり消費（所得の代理項目）毎の 6～17 歳の子どもの就学
率を表したものである。この図からは両者には強い関連性があり、支出が多いグループほ
ど子どもを就学させる家計の余裕があることが確認できる。最下位 25％のグループでの就

































出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 
 小学校及び中学校の就学における男女差の問題はほぼ解消していると言える。男女比を
指数化した図 2－2－3 を見ると分かるように、小学校純就学率において 2008／09 年時点
で 0.99、2012／13 年には 1 になっている。この指数は 1 に近づくほど男女差がゼロになる
（女子の就学率が男子と同レベルに引き上げられる）ことを示しているため、CMDGs ター
ゲットの目標達成もなされていると言えよう。中学校総就学率においても 2008／09 年が












推移を表す図 2－2－4 を見ると、漸次的な向上が見られ、2007／08 年の 69.4％から 2010
／11 年には 81.7％と 8 割を超え、2012／13 年には 87.3％に達しており、一定の成果は確




























出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 
 次に高等教育の状況を見ると、この項目に関しては近年改善が見られる。男性の数に対
する女性の割合は、2004 年時点で 74.2％であったが 2009 年には 86.7％に大きく進捗して



































2009年 2010年 2011年 2015年
ターゲット
%
農業部門 工業部門 サービス業部門 全セクターでの賃金雇用における男女比
 
出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 
 政府は、経済への女性の参画の重要性と必要性を認識し、CMDGs ターゲットの 1 つとし
ている。女性は伝統的に無給の家庭内労働者として扱われることが多かったが、CMDGs
では賃金労働力として女性の参加を促しており、CMDGs 目標値は 2015 年までに男性と女
性の賃金・給与を平等にすることとしている。図 2－2－5 の全セクターでの賃金雇用にお
ける女性の割合を見ると、2009 年の 45.0％から 2010 年には 42.2％と後退したが、2011
年には 45.8％と目標達成はならないものの、目標値にはかなり近づいていることを示して
いる。セクター毎の状況を見ると、農業部門と工業部門では目標を達成しており、サービ
ス部門が大きく後れを取っていることが分かる。農業部門の数値は 2009 年時点で 51.8％と
既に目標値以上となっており、2010 年に 53.1％、2011 年には 53.8％とその後も数値が上
昇している。工業部門の数値はさらに高く、2009 年で 71.2％、2010 年で 73.7％、2011 年
で 70.8％と多少の下落は見られるものの、目標値を大きく上回っている。一方でサービス
業の数値は、2009 年が 29.9％、2010 年が 27.4％、2011 年が 28.8％と 30％弱に過ぎない。
しかし、Ministry of Planning（2013）は、サービス業のほとんどの企業は女性の管理する







めに女性開発センター（Women Development Centers: WDC）が 13 の州で設立され、
13,102 人の女性が職業訓練を受けており、女性のビジネス開発の一助となっている。また、
カンボジア女性企業家協会（Cambodia Women Entrepreneurs Association: CWEA）も
2012 年に設立され、女性のビジネス進出を促進し、民間部門における女性の声を強化させ
る活動を行っており 150 人のメンバーが在籍している（Ministry of Planning（2013））。




農村地域の生活環境の改善を視野に入れている（Ministry of Planning（2013）、22 頁）。 
 さらに政治の場においても女性の役割は向上しており、国会における女性議員の数は近
年増加の傾向にある。1993 年時点で全体の 5％のみであった女性国会議員の割合は、2003






は定数 61 人で任期は 6 年、国民議会（下院）は定数 123 人で、任期は 5 年である87。政府
は 2013年以降の政策決定の場に参加する女性の数の増加を目指しており、2013年時点で、
1 人の副首相、2 人の大臣、16 人の長官、40 人の副長官或いはそれと同レベルの役職が選
出されている。目標値として、15 人の大臣、18 人の長官、20 人の副長官の選出が定めら
れており、副長官の項目のみ現時点で目標を達成している。 




の 32.0％から 2012 年には 35.0％にまで増加しているが88、目標達成のためには更なる努力
が必要不可欠である。 
                                                  
86 Ministry of Planning、22 頁。 
87 在カンボジア日本国大使館ホームページ。 







庭内暴力の数は、2006 年の 41,474 件から 2009 年には 35,408 件にまで減少した。同期間





2-2-5 目標 4 幼児死亡率の削減 
2-2-5-1 幼児死亡率及び 5 歳未満児死亡率 
 























出所）Ministry of Planning and Ministry of Health（2015）より筆者作成。 
 
 幼児及び 5 歳未満児死亡率に関しては近年大きな改善がなされた。図 2－2－6 で示すよ
うに、2005 年の幼児死亡率は 1,000 人当たり 95 人、5 歳未満児死亡率は 1,000 人当たり
124 人であったが、2010 年にはそれぞれ 45 人と 54 人にまで減少し、2014 年には 28 人、




22.0％から 2010 年には 54.0％と倍増しており、2014 年には 83.0％となっている（Ministry 
                                                  
89 減少率は約 23.9％である（Ministry of Planning、2013）。 
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of Planning and Ministry of Health（2015））が挙げられる。一方でこれらの結果には地域
差も見られ、保健医療施設利用出産の割合は、都市部が 96.0％であるのに対し農村部は










の活動を行っている。表 2－2－7 内の予防接種率を見ると分かるように、2014 年時点で完
全予防接種90を受けている子どもの割合は 73.4％である（Ministry of Planning and 





ルでは 83.4％、初等教育レベルで 69.7％、全く教育を受けていない母親の場合は 58.4％で
ある。加えて母親の経済状況によっても状況は異なり、経済状況に応じて五分位階層に分
類した場合、最も高い層では 90.5％であるのに対し、最も低い層では 60.9％という結果で
あった（Ministry of Planning and Ministry of Health（2015））。母親の教育的背景や居住
地、経済的地位が子どもの予防接種普及率に大きな影響を与えていることは明らかである。 
 




子どもの予防接種率（％） 67.0 79.0 73.4 90.0％以上
生後6カ月まで母乳のみで育った乳幼児の割合（％） 65.0 74.0 - 70.0
 









透しているわけではない。2010 年時点で、生後 6 カ月まで母乳のみで育った乳幼児の割合




2-2-6 目標 5 妊産婦の健康の改善 
2-2-6-1 妊産婦死亡率、熟練医療従事者立ち合い出産割合、合計特殊出生率 
 出生 10 万人当たりの妊産婦死亡率は劇的な改善を見せている。表 2－2－8 で表している
ように、2007 年は 10 万人当たり 472 人であったが、2010 年には 206 人にまで削減し、2014
年は 170 人となっている。CMDGs ターゲットは 250 人であるため、この項目に関しては
目標値を大きく上回る成果を挙げている。この要因としては、訓練を受けたスタッフによ
る出産と医療施設を利用した出産が増加したこと、広範囲な基本的緊急産科新生児ケア
（Emergency Obstetric and Newborn Care: EmONC）91の供給が行われたこと、2006 年
に助産事業が導入されたこと、多くの母親の教育状況が改善したこと等が挙げられる。 
 
表 2－2－8 妊産婦死亡率及び熟練医療従事者立ち合い出産の割合の推移 
2005年 2007年 2008年 2010年 2012年 2014年
2015年
ターゲット
妊産婦死亡率（人、出生10万人当たり） 437 472 - 206 - 170 250
熟練の医療従事者立ち合いによる出産の割合（％） 44.0 - - 71.0 - 89.0 87.0
 




44.0％に過ぎなかったが、2010 年には 71.0％、2014 年には 89.0％にまで向上している。
この項目の CMDGs ターゲットは 87.0％であるため、既に目標を達成している。 
 合計特殊出生率（Total Fertility Rate: 以下 TFR）の CMDGs ターゲットは、2015 年に
3.0 と設定されている。図 2－2－7 は TFR の推移を地域別に表している。まずカンボジア
全体の状況であるが、2000 年代に入り TFR は段階的な減少を見せており、2000 年の 4.0
から 2005 年には 3.4 に、2010 年には 3.0 にまで下がり、2014 年は 2.7 とターゲットを下
回っている。また、全ての数値において都市部は農村部よりも低くなっており、2005 年の
時点で既に 3 を下回り 2014 年では 2.1 にまで減少している。農村部においても 2014 年に
は 2.9 と 3 未満となっている。現在はまだ高い水準を保っていると言えるが、この減少傾向



















2000 2005 2010 2014
 












19.0 27.2 - - 35.0 - 38.8 60.0
熟練医療従事者による妊婦ケア（ANC）を
2回以上受けた妊婦の割合（％）
- - - 83.0 - 87.0 - 90.0
帝王切開によって出産を行う
妊婦の割合（％）
- - 0.77 - - 2.83 - 4.00
 
出所）Ministry of Planning（2013）及び Ministry of Planning and Ministry of Health（2015）より筆
者作成。 
 
 表 2－2－9 では、近代的避妊方法を用いたことのある既婚女性の割合、熟練医療従事者
による妊婦ケアを 2 回以上受けた妊婦割合及び帝王切開による出産を行う妊婦割合の推移
をまとめている。15～49歳既婚女性の近代的避妊方法の使用割合は、2005年時点で 19.0％、
2007 年は 27.2％、2010 年には 35.0％、そして 2014 年には 38.8％と順調に増加している。
                                                  
92 UNDP による ASEAN 諸国の TFR（2010／2015 年の予測値）は、カンボジアが 2.9、ラオス、3.1、
ミャンマー、2.0、ベトナム、1.8、フィリピン、3.1、インドネシア、2.4、マレーシア、2.0、ブルネイ、
2.0、タイ、1.4、シンガポール、1.3 となっており、カンボジアの数値が比較的高いことが分かる（United 
Nations Development Programme（2014））。 
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（Antenatal Care: ANC）を少なくとも 2 回以上受けた妊婦の割合は、2009 年から 2012
年の間で、83.0％から 87.0％へと増加した。この項目の CMDGs ターゲットが 90.0％であ
るため、達成目前にまで改善が進んでいると言える。 
 帝王切開による出産は、母親と胎児の健康リスクを軽減できる可能性があり、CMDGs
ターゲットにも含まれている。帝王切開を行う妊婦の割合は、2008 年の 0.77％から 2012






2-2-7 目標 6 HIV／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止 
 HIV／エイズの蔓延は、世界各国における社会経済開発の阻害要因である。カンボジアに
おける国別人間開発報告書である CHDR 2001 でも、HIV／エイズ問題に焦点を当ててお
り、この問題解決のための政策を提案している。表 2－2－10 は HIV、マラリア、結核の状
況を表している。現在カンボジアにおいてHIVの感染率は低く抑えられていると言え、2008
年から 2010 年の感染率は 0.7％であった。この要因は、国内の広い範囲で、エイズ患者の
日和見感染93に関する治療の提供や抗レトロウイルス薬の供給が行われたことが考えられ
る。ただし、この項目の CMDGs ターゲットは 0.4％であり、目標達成のためにも更なる改
善が求められる。 
 
表 2－2－10 HIV、マラリア、結核の状況 
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2015年ターゲット
HIV感染率（15-49歳、％） 0.7 0.7 0.7 - - 0.4
マラリアによる死亡率（人、10万人当たり） 1.50 2.00 0.98 0.65 0.29 0.80
結核感染率（人） 39,820 40,199 41,628 39,667 40,639 40,000
 
















療法94を備えた保健医療施設の数を、2008 年の 506 から 2009 年には 744、2010 年に 839
にまで増加させるなど 20 項目の政策を行っているが、結核感染者数は 40,000 人前後に留





2-2-8 目標 7 環境の持続可能性の確保 
2-2-8-1 環境資源喪失の阻止 
 





















出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 




                                                  
94 直接服薬確認療法（Directly Observed Treatment Short-course）、通称 DOTS。 
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と、1990～2010 年の間に森林地の 22.0％（およそ 285 万ヘクタール）の損失が起こった
が、近年は森林面積の再増加が起こっている。図 2－2－8 で示すように、森林面積の割合
は 2010 年時点の 57.59％から、2013 年には推定で 59.19％に達している。CMDGs ターゲ







図 2－2－9 安全な飲料水及び衛生医療施設にアクセスできる人口割合（農村部及び都市部） 
42.0 40.5 
42.7 50.0 



















2009年 2010年 2011年 2015年ターゲット
％
安全な飲料水（農村部） 安全な飲料水（都市部） 衛生医療施設（農村部） 衛生医療施設（都市部）
 





設定されており、農村部では人口の 50.0％、都市部では 80.0％としている。図 2－2－9 は
農村部及び都市部での安全な飲料水及び衛生医療施設にアクセスできる人口割合の推移を
表している。農村部にて安全な飲料水を確保できる割合は、2009 年から 2011 年の間でほ
ぼ進展しておらず、2015 年までに 50.0％に引き上げるためには更なる改善が求められる。
一方で都市部の状況は、2009 年は目標値をわずかに下回る 78.5％であったものの、2010




2010 年には 28.7％、2011 年には 33.4％と、CMDGs ターゲット目標値の 33.0％を超えた。









ない。表 2－2－11 で示しているように、調理用に薪を使用している世帯割合は、2007 年
時点の 84.0％から 2010 年には 79.5％へと多少の減少が起こっているものの、未だに大多
数の世帯は薪に依存していると言える。この項目の CMDGs ターゲットは 52.0％であるが、
現在の削減速度では目標達成は非常に困難であろう。 
 
表 2－2－11 調理用資源としての薪への依存度及び土地所有権保有割合の推移 
2007年 2009年 2010年 2011年
2015年
ターゲット
調理用資源としての薪への依存度（％） 84.0 - 79.5 - 52.0
安全な土地所有権を有する人口割合（％） - 22.0 24.0 28.0 45.0
 
出所）Ministry of Planning（2013）より筆者作成。 
 
薪への依存度の削減には、安価で効率的な代替の調理用器具の普及を行う必要がある。















図示したものが図 2－2－10 で、指数は 1 に近づくほど高い達成度を表している。この表か
ら、目標 1 では多くの項目が大きな改善を果たしていることが分かる。ターゲット 1.1 では
0.6484 から 0.9963 へと、ターゲット 1.3 では 0.4292 から 0.7221 へと、それぞれ 0.3 ポイ
ントほどの上昇が見られる。その他の項目でも 0.1 ポイント程度の改善をしており、ターゲ
ット 1.2 に関しては既に 1 を超え、目標達成がなされている。図からも目標 1 全体として
0.1 ポイント程度の上昇が確認できる。目標 2 に関しては 7 つのターゲットの内、5 つが最
新指数において 0.8 を超える高水準を達成している一方で、残る 2 つ、ターゲット 2.3 及び
2.5 ではそれぞれ 1 ポイント弱の後退が見られる。図から目標 2 全体としては大きな進展は
見られない。目標 3 では全てのターゲットで数値が向上し、5 項目中 4 つは 0.8 を超えてお
り、これは図の 0.8676 という数値からも確認できる。目標 4 では極端な改善が見られる。
ターゲット 4.1 及び 4.2 において、比較年では設定した最低値を下回る値であったが、最新
値では最高値を上回る改善を示し、指数はマイナスから 1 以上へと変動している。その他
の 2 項目でも数値は向上していることから、この 10 年ほどで目標 4 の幼児死亡の状況は大
きく変化したと推測される。図ではその変化がより鮮明に示されており、0.4183から 0.9539
へと 0.5 ポイント以上の大幅な向上が確認できる。目標 5 でも、目標 4 ほどではないが大
きな改善を達成している。ターゲット 5.1、5.2 では 1 以上、ターゲット 5.3、5.5 でも 0.9
以上と非常に高く、進捗状況もターゲット 5.4 で 0.3 ポイント以上、ターゲット 5.6 で 0.5
ポイントの向上を示している。図でも最新値は 0.8701 と非常に高い。目標 6 は比較年の時
点で既に高い達成度を表しており、ターゲット 6.2 においては最新値で 1 を超える結果とな
っている。図から目標 6 の数値も、0.9937 と 1 に非常に近づいていることが分かる。目標
7 では全 7 つのターゲットの内、5 つが 0.8 以上（内 3 つは 1 以上）と高い達成度を示す一
方で、ターゲット 7.4 では 0.4271、7.5 では 0.6222 と比較年よりは改善しているものの、
課題を残した項目も含むという結果となっている。図から目標全体としては、0.1 ポイント
弱の進捗が読み取れる。 
 目標毎の達成度からカンボジアの CMDGs に向けた政策の成功度を検証できると考えら
れる。各目標の指数平均値はいずれも 0.8 を超えていることから、一定の成功を収めている












表 2－2－12 CMDGs 各ターゲットの進捗状況 





1.1 貧困人口（％） 47.8 2007 19.8 2011 19.5％以下 0.6484 0.9963
1.2 飢餓（食糧貧困）人口（％） 18.7 2007 2.7 2011 10.0％以下 0.9033 1.0811
1.3 最も貧しい20％の人々の消費割合（％） 6.85 2007 8.98 2011 11.00％以上 0.4292 0.7221
1.4 5歳未満低体重児の割合（％） 28.0 2005 28.0 2010 19.0％以下 0.8889 0.8889
1.5 発育阻害児の割合（％） 43.0 2005 40.0 2010 25.0％以下 0.7600 0.8000
1.6 衰弱児の割合（％） 8.0 2005 11.0 2010 6.5％以下 0.9840 0.9519
1.7 6～59カ月の子供の貧血の有病率（％） 62.0 2005 55.0 2010 42.0％ 0.6552 0.7759
1.8 15～49歳の女性の貧血の有病率（％） 47.0 2005 44.0 2010 42.0％ 0.9138 0.9655
1.9 ヨウ素添加食塩を使用している世帯割合（％） 73.0 2005 83.0 2010 90.0％ 0.8111 0.9222
1.10 17歳以下の児童労働従事の割合（％） 20.4 2009 13.8 2011 8.0％以下 0.8652 0.9370
目標2：普遍的基礎教育の達成
2.1 15～25歳人口の識字率（％） 80.4 2005 92.5 2013 100.0％ 0.8040 0.9250
2.2 小学校（初等教育）の純就学率（％） 94.4 2008/09 97.0 2012/13 100.0％ 0.9440 0.9700
2.3 中学校（前期中等教育）の総就学率（％） 61.6 2008/09 53.6 2012/13 100.0％ 0.6160 0.5360
2.4 小学校（初等教育）の修了達成率（％） 85.6 2008/09 87.4 2012/13 100.0％ 0.8560 0.8740
2.5 中学校（前期中等教育）の修了達成率（％） 49.1 2008/09 40.6 2012/13 100.0％ 0.4910 0.4060
2.6 小学校（初等教育）レベルでの教育における男女比 0.99 2008/09 1.00 2012/13 - 0.9900 1.0000
2.7 中学校（前期中等教育）レベルでの教育における男女比 0.92 2008/09 1.02 2012/13 - 0.9200 1.0200
目標3：男女平等及び女性の地位強化の推進
3.1 高等学校（後期中等教育）における男性に対する女性の割合（％） 69.4 2007/08 87.3 2012/13 100.0％ 0.6940 0.8730
3.2 高等教育における男性に対する女性の割合（％） 74.2 2004 86.7 2009 100.0％ 0.7420 0.8670
3.3 全セクターでの賃金雇用における男性に対する女性の割合（％） 45.0 2009 45.8 2011 50.0％ 0.9000 0.9160
3.4 公的機関における男性に対する女性の割合（％） 32.0 2007 35.0 2012 50.0％ 0.6400 0.7000
3.5 女性と子供に対するあらゆる種類の暴力発生率（％） 1.6 2006 1.2 2009 0.0％ 0.9762 0.9822
目標4：幼児死亡率の削減
4.1 乳児死亡率（人、1,000人当たり） 95 2005 28 2014 50人 -2.2143 2.5714
4.2 5歳未満児死亡率（人、1,000人当たり） 124 2005 35 2014 65人 -1.0345 2.0345
4.3 子どもの予防接種率（％） 67.0 2007 73.4 2014 90.0％以上 0.7444 0.8156
4.4 生後6カ月まで母乳のみで育った乳幼児の割合（％） 65.0 2007 74.0 2010 70.0％ 0.9286 1.0571
目標5：妊産婦の健康の改善
5.1 妊産婦死亡率（人、出生10万人当たり） 437 2005 170 2014 250人 -0.0565 1.4520
5.2 熟練の医療従事者立ち合いによる出産の割合（％） 44.0 2005 89.0 2014 87.0％ 0.5057 1.0230
5.3 合計特殊出生率 4.0 2005 2.7 2014 3.0 1.3333 0.9000
5.4 近代的避妊方法を用いたことのある既婚女性の割合（％） 19.0 2005 38.8 2014 60.0％ 0.3167 0.6467
5.5 熟練医療従事者による妊婦ケア（ANC）を2回以上受けた妊婦の割合（％） 83.0 2009 87.0 2012 90.0％ 0.9222 0.9667
5.6 帝王切開によって出産を行う妊婦の割合（％） 0.77 2008 2.83 2012 4.00％ 0.1925 0.7075
目標6：HIV／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止
6.1 15～49歳のHIV感染率（％） 0.7 2008 0.7 2010 0.4％ 0.9874 0.9874
6.2 マラリアによる死亡率（人、10万人当たり） 1.50 2008 0.29 2012 0.80人 0.9801 1.0145
6.3 結核感染率（人） 39,820 2008 40,639 2012 40,000 - -
目標7：環境の持続可能性の確保
7.1 森林被覆地割合（％） 55.99 2009 59.19 2013 60.00％ 0.9332 0.9865
7.2.1 安全な飲料水にアクセスできる人々の割合（農村）（％） 42.0 2009 42.7 2011 50.0％ 0.8400 0.8540
7.2.2 安全な飲料水にアクセスできる人々の割合（都市）（％） 78.5 2009 81.1 2011 80.0％ 0.9813 1.0138
7.3.1 衛生施設にアクセスできる人々の割合（農村）（％） 22.9 2009 33.4 2011 33.0％ 0.6939 1.0121
7.3.2 衛生施設にアクセスできる人々の割合（都市）（％） 85.0 2009 87.8 2011 74.0％ 1.1486 1.1865
7.4 調理用資源としての薪への依存度（％） 84.0 2007 79.5 2010 52.0％ 0.3333 0.4271
7.5 安全な土地所有権を有する人々の割合（％） 22.0 2009 28.0 2011 45.0％ 0.4889 0.6222  
出所）Ministry of Planning（2013）、Ministry of Planning and Ministry of Health（2015）、United Nations 
Development Programme（2014）、World Health Organization（2005）、World Health Organization
（2014a）、World Health Organization（2014b）より筆者作成。 
注）2004 年から 2014 年の間で入手可能な最も古い値を比較値、最も新しい値を最新値としている。指数









る。ターゲット 1.1、1.2、1.4～1.8、1.10、7.4 では 100 に、ターゲット 2.1～2.5、3.1～3.4、4.3、4.4、
5.2～5.6、7.1～7.3.2、7.5では0としている。ターゲット1.3ではUnited Nations Development Programme 
（2014）の「最も貧しい 20％人口が占める平均所得の比率」を代替値として採用し、下位 3 国（スロバキ
ア（3.6％）、ウクライナ（3.6％）、アフガニスタン（4.0％））の平均値、3.73％としている。ターゲット
3.5 では World Health Organization（2005）の「パートナーから何かしらの暴力を受けた女性割合」を代
替値として採用し、下位 3 国（エチオピア（71％）、ペルー（69％）、バングラデシュ（62％））の平均値、
67.3％としている。ターゲット 4.1 及び 4.2 では、United Nations Development Programme（2014）か
ら低人間開発国平均値の64人及び94人を、ターゲット5.1ではUnited Nations Development Programme
（2014）から低人間開発国平均の 427 人としている。ターゲット 5.3 では最低値を 0 と置いている。ター
ゲット 6.1 では United Nations Development Programme（2014）では低人間開発国平均値が算出されて
いないため、下位 3 国（スワジランド（26.5％）、レソト（23.1％）、ボツワナ（23.0％））の平均値である
24.2％としている。ターゲット 6.2 では World Health Organization（2014b）の低所得国平均値である
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第 1 節 シェムリアップ州の地理風土 
シェムリアップ州は、カンボジアの州の 1 つでトンレサップ湖地域に属し、首都プノン
ペンから 300 キロほど北上した場所に位置する（図 3－1－1）。北側をウドンメンチェイ州、
東側をプレアヴィヒア州とコンポントム州、西側がバンテイメンチェイ州、南側は東南ア
ジア最大の湖であるトンレサップ（Tonle Sap）湖に隣接している。州の面積は 10,299 平
方キロメートル、南部はトンレサップ湿原による低地で北部は樹木で覆われている地帯と
なっている。カンボジア全体の国土面積の約 5.5％の割合を占めており、全 24 の州・特別











州の人口は 1998 年の 69 万 6,164 人から 2008 年には 89 万 6,443 人へと増加しており、
カンボジア全 24 の州・特別市の中で 6 番目に多く、カンボジア総人口の約 6.7％を占めて
いる96。人口の増加と共に人口密度も高くなっており 2008 年時点では 1 平方キロメートル
                                                  
95 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2013）。 
96 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2008）及び National Institute of Statistics, 
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当たりの人口密度は 87 人で全国平均の 75 人よりも高い。総世帯数は 180,097 世帯で平均
世帯数は 5.0 人である97。カンボジア全体でそうであるように、シェムリアップ州において
も人口の大部分は農村に居住している。2008 年時点で農村部人口は 72 万 2,178 人、都市
部人口は 17 万 4,265 人であり、農村部居住人口の割合は約 81％と非常に高い。しかし 1998
年から 2008 年までの農村部人口の平均成長率は 1.96％であり、同期間の都市部人口の平均
成長率が 5.28％である事を考慮すれば、シェムリアップ州において都市化が進んでいると
言えるだろう。年齢層別には 0 歳から 14 歳が約 36％、15 歳から 49 歳が約 54％となって
おり98、カンボジア全体と同様に99シェムリアップ州においても若年層の割合が大部分を占
めている。信仰している宗教は 99.67％が仏教であり、この状況はカンボジア全体（96.93％）











                                                                                                                                                  
Ministry of Planning（2009）を参照。 
97 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）。 
98 2008 年時点。 
99 カンボジア全体における 0 歳から 14 歳及び 15 歳から 49 歳の割合の合計は約 87％である。 
100 National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）。一般識字率は 7 歳以上、成人識字率









表 3－1－1 シェムリアップ州の性別識字人口及び識字率（1998 年） 
性別 範囲 7歳以上の人口 識字人口 識字率（％）
全体 全体 548,824 264,304 48.2
都市 96,460 64,036 66.4
農村 452,364 200,268 44.3
男性 全体 261,617 145,355 55.6
都市 46,824 34,380 73.4
農村 214,793 110,975 51.7
女性 全体 287,207 118,949 41.4
都市 49,636 29,656 59.7
農村 237,571 89,293 37.6  













表 3－2－1 シェムリアップ州における産業構造（5 歳以上101、雇用人数、％） 
第一次 第二次 第三次
1998年 82.44 2.44 15.12
2008年 73.03 6.23 20.75  
出所）National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）より筆者作成。 
 
                                                  









ている（10.9％）。表 3－2－2 は経済活動率と失業率を表したものである。 
 
表 3－2－2 シェムリアップ州の経済活動率と失業率（1998 年） 
全体 男性 女性 全体 男性 女性
全体 58.2 59.1 57.4 4.6 3.9 5.3
都市 48.6 55.3 42.3 8.4 6.4 10.9
農村 60.3 60.0 60.5 4.0 3.4 4.4
経済活動率 失業率
 
出所）National Institute of Statistics, Ministry of Planning(2002)より筆者作成。 
 
図 3－2－1 はシェムリアップ州とプノンペンの消費者物価指数の変動を表している。シ
ェムリアップ州の 2007年の消費者物価指数は 2000年下半期時点と比較すると約 1.6倍で、
プノンペンの上昇率（約 1.3 倍）を上回っている。シェムリアップ州の物価上昇に関しては
食品等の価格が主な要因となっていると考えられ、同期間に約 1.8 倍となっている。 
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注）2000 年 7 月から 12 月の値を 100 とする。 
                                                  
102 ここでは 7 歳以上の雇用人口と失業人口を示す。個人の国勢調査前の 1 年間における主な活動を基に
して雇用人口と失業人口とに分類される。主な活動とはその 1 年間の 6 カ月（183 日）以上の期間におけ
る活動として定義される。National Institute of Statistics, Ministry of Planning(2002)。 
103 総人口に対する 7 歳以上の経済活動人口の割合。 
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 カンボジアにおける主要な産業は、農業、衣料関連産業、建設業、観光業の 4 つである。






数は 288 万人以上で 2010 年に比べ 14.9％増加した。図 3－2－2 はカンボジアの月別の国
際観光客到着数を示している。月別では雨季を明けた 11 月から 3 月までと 8 月の観光客数
が多い。2011 年の観光客の 51.4％が空路にてカンボジア入りをしており、その内シェムリ

























1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
人
 
出所）Ministry of Tourism（2007）及び Ministry of Tourism（2011）より筆者作成。 
 
第 3 節 シェムリアップ州の貧困状況 
 カンボジアにおける貧困問題は圧倒的に農村における現象と言える。2004 年時点で、貧
困者は農村地域に 440 万人も居住しており貧困者総数（470 万人）の約 93.4％にあたる。
その他に 30 万人（6.2％）がその他の都市部に居住し、首都プノンペンに居住する貧困者
は 1 万 5,000 人ほどである（Ministry of Planning（2006）、28 頁）。故に、カンボジアに
おける貧困状況を把握するためには、農村部の社会経済状況の把握が不可欠と言える。シ
                                                  
104 国土交通省のデータ。 
105 プノンペン空港を利用した割合は 22.4％で 645,235 人。Ministry of Tourism（2011）。 
106 観光客数は 2,881,862人、訪問目的別では観光が 2,706,743人、ビジネスが 143,385人、その他が 31,734




 表 3－3－1 は州別の 1 日 1 人当たり世帯消費額を表している。シェムリアップ州の数値
は 3,270 リエル（約 0.82 ドル）であり全国平均より低い。また、シェムリアップ州を含む
トンレサップ地域や高原・山岳地域に所属する州は比較的低い水準に留まっている傾向に
ある。プノンペンはシェムリアップ州の約 2.5 倍、シェムリアップ州と同様に観光地である
シハヌークビル州は約 1.3 倍の消費額である。 
 

















カンボジア 3,805  




表 3－3－2 州別貧困関連数値（2004 年） 
州名 貧困率（％） 貧困ギャップ率（％） 二乗貧困ギャップ率（％）
シェムリアップ 51.84 17.31 7.46
プノンペン 4.60 1.23 0.49
コンポンチャム 37.04 9.28 3.34
カンダル 22.24 4.81 1.68
プレイベン 37.20 8.09 2.65
スヴァイリエン 35.93 8.35 2.75
タケオ 27.71 6.31 2.09
バンテイメンチェイ 37.15 9.82 3.58
バッタンバン 33.69 7.94 2.65
コンポントム 52.40 15.55 6.23
コンポンチュナン／ポーサット 39.57 10.35 3.78
カンポット 29.96 6.60 2.30
シハヌークビル／ケップ／ココン 23.18 4.60 1.38
コンポンスプー 57.22 16.98 6.72
その他 46.11 13.20 4.98
カンボジア 35.13 9.19 3.45  
出所）Ministry of Planning（2006）より筆者作成。 












































































購入, 1.50% その他, 2.50%
 













ての電力の使用シェアは未だに小さく 2008 年時点で約 20％である。6 割近くは灯油を使用
しており、1998 年時点の約 9 割弱からかなり下がったものの未だに多くの人々が依存して
いる。しかし近年ではバッテリーの利用も約 18％に増えており、農村部においても所有し















電気, 0.25% 無し, 0.29% その他, 0.09%
 












2008 72.90 12.09 11.85 2.59 0.57
1998 93.37



















第 5 節 シェムリアップ州におけるカンボジア版ミレニアム開発目標の達成度 
 本節ではシェムリアップ州における CMDGs の達成度の検証のため、6 つの目標と 25 の
ターゲットを設定し分析を行う。表 3－5－1 にて、各目標及び各ターゲットの内容と実際
の数値・指数をまとめている。目標 1 には貧困人口及び栄養状況に関連した 5 つを、目標 2
には識字率、就学率などの教育分野関連の 7 つを、目標 3 には男女平等関連の 3 つを、目
標 4 には幼児の死亡率に関連した 3 つを、目標 5 には妊産婦の健康に関連した 4 つを、そ




 目標 1 の結果では全てのターゲット指数が低水準を示している。ターゲット 1.1 は特に低
く 0.3 にも達していおらず、その他 4 項目も 0.3 から 0.6 の間に留まっており、指数平均値
も 0.4257 と低い。目標 2 に関しては、ターゲット 2.1、2.3、2.5 は 0.5 以下と低く、その
他の 4 項目全ては 0.8 以上と極端な結果と言えよう。指数平均値は 0.7098 と中程度の達成
度となっている。目標 3 では全ての項目で 1 以上と非常に高い。目標 4 ではターゲット 4.1
及び 4.2 にて 0.5 台、ターゲット 4.3 は 0.7321 と中程度の成果となっており、指数平均値
は 0.6203 に留まっている。目標 5 ではターゲット 5.2 のみは 0.5 台、その他の 3 項目の内
2 つが 0.8 以上、残る 1 項目も 0.7825 と高い。指数平均値は 0.7624 である。目標 7 ではタ 
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表 3－5－1 シェムリアップ州における CMDGs 各ターゲットの進捗状況 
シェムリアップ州 年 指数 指数平均値
目標1：極度の貧困及び飢餓の撲滅
1.1 貧困人口（％） 21.3 2011 0.2863 0.4257
1.2 5歳未満低体重児の割合（％） 26.2 2014 0.4141
1.3 5歳未満低身長児の割合（％） 35.9 2014 0.3182
1.4 6～59カ月の子供の貧血の有病率（％） 52.3 2014 0.5670
1.5 15～49歳の女性の貧血の有病率（％） 41.1 2014 0.5431
目標2：普遍的基礎教育の達成
2.1 15歳以上識字率（％） 68.68 2008 0.4819 0.7098
2.2 小学校（初等教育）の純就学率（％） 97.3 2013/14 0.8938
2.3 中学校（前期中等教育）の総就学率（％）　 46.7 2013/14 0.3860
2.4 小学校（初等教育）の修了達成率（％） 92.58 2013/14 0.8110
2.5 中学校（前期中等教育）の修了達成率（％） 36.15 2013/14 0.3960
2.6 小学校（初等教育）の総就学率における男女比 1.01 2013/14 1.0100
2.7 中学校（前期中等教育）の総就学率における男女比 1.21 2013/14 1.2100
目標3：男女平等及び女性の地位強化の推進
3.1 高等学校（後期中等教育）における男性に対する女性の割合（％） 100.2 2012/13 1.0020 1.0000
3.2 高等学校（後期中等教育）の総就学率における男女比 1.12 2013/14 1.1200
3.3 高等教育における男性に対する女性の割合（％） 104.39 2011 1.0439
目標4：幼児死亡率の削減
4.1 乳児死亡率（人、1,000人当たり） 50 2010 0.5488 0.6203
4.2 5歳未満児死亡率（人、1,000人当たり） 60 2010 0.5800
4.3 子どもの予防接種率（％） 78.6 2014 0.7321
目標5：妊産婦の健康の改善
5.1 熟練の医療従事者立ち合いによる出産の割合（％） 93.0 2014 0.8993 0.7624
5.2 合計特殊出生率 3.4 2010 0.5600
5.3 近代的避妊方法を用いたことのある既婚女性の割合（％） 46.5 2014 0.8077
5.4 妊婦ケア（ANC）を4回以上受けた妊婦の割合（％） 77.3 2014 0.7825
目標7：環境の持続可能性の確保
7.1 安全な水源を確保できる世帯割合（％） 87.3 2008 0.8329 0.3896
7.2 トイレを設置していない世帯割合（％） 72.9 2008 0.2038
7.3 調理用資源としての薪への依存度（％） 86.43 2008 0.1321  
出所）Ministry of Education, and Youth and Sports（2014）、Ministry of Planning（2013）、Ministry of 
Planning and Ministry of Health（2015）、National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）
より筆者作成。 
注）ターゲットは可能な限り CMDGs に沿った項目を選択しているが、入手不可能な項目もあるため項目





る。指数平均値では 1 を超える数値に関しては 1 として扱う。 
 
ーゲット 7.2 及び 7.3 がそれぞれ 0.2038 と 0.1321 と非常に低く、指数平均値も 0.3896 と
いう低水準に留まっている事が分かる。 
 全てのターゲットの内、最も数値が低いのは 7.3 の「調理用資源としての薪への依存度」
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第 1 節 観光業が農村に与える影響 
4-1-1 調査及び調査村の概要 
 

























































推定所得額＝R + F + N + Edu + S 
 






図 4－1－2 は 1 日 1 人当たりの平均所得額を表している。Ministry of Planning（2006）
によるカンボジアの貧困ラインは 2,124 リエル（約 0.53 ドル）である。本調査の推定所得
額は全てこのラインより高いという結果になっている。しかし国別貧困ラインは一般的に
世界銀行の設定する貧困ライン（1 日 1 ドル未満）よりも低い傾向がある。特に、プレアダ
ック村の平均所得額は世界銀行の貧困ラインよりも低く、0.84 ドルに過ぎない。平均所得
















































表 4－1－2 は 2 つのグループ毎の所得の結果を表したものである。平均所得はグループ
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表 4－1－3 2 つのグループの所得五分位とジニ係数 
グループ 20% 40% 60% 80% 100% ジニ係数
T 6.67% 19.16% 36.08% 58.44% 100.00% 0.3186






















表 4－1－3 は両グループの所得五分位とジニ係数を表しており、図 4－1－3 はローレン
ツ曲線を表している。この 2 つから明らかなように両グループはほとんど同様の所得分配
の傾向を示している。ジニ係数もグループ T が約 0.32 で、グループ A が約 0.31 とその差
105 
 
はほとんど確認できない。Ministry of Planning（2006）による農村地域のジニ係数は 0.372
であるため、調査村の結果はこれより低い結果となっている。 
 表 4－1－4 は、貧困世帯数、貧困率、貧困ギャップ、二乗貧困ギャップをそれぞれ両グ
ループについて表したものである。基準となる貧困ラインは Ministry of Planning（2006）















T 67世帯中8世帯 11.94 1.27 0.34
A 161世帯中23世帯 14.29 0.98 0.17
 
出所）筆者作成。 
注）ここで貧困ラインは 0.53 ドルと設定している。 
 












                                                  
108 最初の調査は前節で述べた 8 つの村における調査であり、2 回目の調査は 2011 年 12 月 22 日から 25
日の 4 日間でシェムリアップ州内の、アンコール遺跡群から見て南西に位置するブラユース（Bra Youth）
村において行った。この調査の目的は、村内の全世帯を対象として当村内の大部分の世帯が行っているラ
タン産業の現状や農村部の生活状況の分析を行うことであった（Yamakawa、2012）。 





































































                                                  
111 シェムリアップ州の総世帯数は 18 万 743 世帯、総人口 89 万 6,443 人である。その内農村部の総世帯
数は 14 万 6,026 世帯、総人口 72 万 2,178 人である（2008 年、National Institute of Statistics, Ministry 
of Planning（2009））。 
112 バンテアイ・スレイ郡の総世帯数は 8,359世帯、総人口 4万 2,773人である（2008年、National Institute 
of Statistics, Ministry of Planning（2009））。 
113 プレアダック行政区の総世帯数は 1,575 世帯、総人口 8,085 人である（2008 年、National Institute of 
Statistics, Ministry of Planning（2009））。 





般的な食事回数は 1 日 2 回（昼食及び夕食）である。トイレ設置の普及率は 15.2％程度と
シェムリアップ州の数値より低いが、過去 5 年間における幼児死亡や妊産婦死亡の発生は
ゼロであり、村内の病気に関する状況は改善の傾向にある。村長の選択は選挙により決定




































はじめに、各世帯の農地の所有面積に関する結果であるが、平均値が 12,574 ㎡（約 1.26
ヘクタール）、中央値が 10,000 ㎡である。表 4－2－2 ではその分布を表示している。全 132
世帯中全く農地を所有していない世帯は 15 世帯、10,000 ㎡未満の農地しか所有していない
世帯は全体の 44.7％、15,000 ㎡未満では 70.5％となっている。当村の大部分は小規模農地
















132 100.0  
出所）筆者作成。 
 
 図 4－2－2 はタットレイ村における業種別平均月当たり所得額を表している。これによ
ると、農業に従事している人数は 92 人と最も多いにもかかわらず、農業の平均値は 16.3
ドルで最も低いことが分かる。次いで多いのは、建設業労働者の 55 人であるが、その平均
値は 82.3 ドルと農業の 5 倍以上となっている。シェムリアップ州は地理的にタイに近いた
め、建設労働者は国内だけでなく国境を越えてタイへ出稼ぎに向かうケースも見られた116。
その他の職業の平均値も総じて農業よりも高い。また、植物の葉を使った屋根葺きやプラ
ンテーション等の農業関連職の現金収入は、それぞれ 15.5 ドルと 21.4 ドルと比較的低いの
に対し、兵士や警察、教師といった公務員やドライバー等の自営業職の現金収入はかなり
高くなっている。 
 次に、世帯年間収入額に応じて全世帯を 5 階層に分類した。階層毎の平均値及び収入構
造の内訳を表したものが表 4－2－3 であり、内訳を構成比で表したものが表 4－2－4 であ
                                                  
116 実際に職業の項目欄に「タイでの出稼ぎ労働」と記述されていたのは 1 人のみであり、正確な人数は
把握できていない。しかしこれは、今回の調査では、職場の具体的な地名まで記入するようには設定して
いなかったためである。筆者が調査に同行した際に聞き取りをした結果、出稼ぎ先はタイであると回答し
たケースを確認している。International Organization for Migration (IOM)（2011）によると、タイにお


















































 各階層の平均値を見ると、第 1 層と第 5 層の間には約 8.7 倍の格差が生じている。また、
第 1 層の平均値に比べ第 2 層の平均値は約 2 倍、第 3 層は約 3 倍、第 4 層は約 5 倍の開き
となっている。収入構造の内訳から、米作収入が重要な職業となっているのはどの階層に
おいても同様であるが、世帯収入全体に占める割合は、第 1層では 48.3％、第 2層では 36.5％、
第 3 層では 21.8％、第 4 層では 19.4％と収入の高い層になるほど米作収入のウエイトは小




る。その他自営業及び建設等工業労働の収入額は第 1 層と第 5 層の間で大きく開いており、










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































きな現金収入源となっている。各階層の重要度の高い職業上位 2 種を挙げると、第 1 層が
米作収入と農業労働収入（48.3％と 18.3％）、第 2 層が米作収入と建設等工業労働（36.5％
と 22.4％）、第 3 層が米作収入と建設等工業労働（21.8％と 14.7％）、第 4 層が建設等工業
労働と米作収入（35.8％と 19.4％）、第 5 層が米作収入と建設等工業労働（26.2％と 20.7％）
となる。第 1 層を除く 4 層では米作収入と建設等工業労働が上位を占めており、当村にお
ける重要性を推察できる。 
 表 4－2－5 は前表の項目を農業関連収入117と農外収入とに分けて示したものである。第
1 層と第 5 層の収入格差は農業関連収入が約 4.5 倍であるのに対し農外収入では約 39.0 倍
となっている。故に、階層別の平均収入の格差の大部分は、農外収入の格差によるもので
あると指摘できる。また、第 1 層では全収入の 88.6％を占めている農業関連収入であるが、
上位 2層ではその割合は 5割を切っており、特に第 4層においては農外収入の割合が 62.7％
と非常に高くなっていることも特徴である。 
 
表 4－2－5 世帯年間収入構造（農業関連収入と農外収入） 
農業関連収入 農外収入 農業関連収入 農外収入
第1層 436.4 10,440 1,344 88.6 11.4 11,784
第2層 857.0 14,828 8,310 64.1 35.9 23,138
第3層 1380.8 20,958 14,943 58.4 41.6 35,901
第4層 2197.9 21,295 35,850 37.3 62.7 57,145
第5層 3814.2 46,813 52,356 47.2 52.8 99,169
































































































































































                                                                                                                                                  
／㎡であり、同地域の他の村と比較してもタットレイ村の生産性は低く留まっていることが分かる。 







 表 4－2－6 は世帯収入階層別の消費構造の内訳を、表 4－2－7 はその構成比を示してい









教育費 衣料費 医療費 その他
第1層 785.0 11,895.0 4,713.8 1,378.4 1,453.5 1,740.6 15.0 21,196.3
第2層 1,070.7 11,849.5 6,385.6 1,846.3 1,408.3 7,294.7 125.0 28,909.3
第3層 1,035.7 15,301.0 5,571.8 2,217.4 1,602.0 2,237.0 0.0 26,929.2
第4層 1,265.0 18,330.0 6,827.6 3,022.8 2,341.3 2,183.6 184.4 32,889.7
第5層 2,073.5 18,089.5 23,524.8 4,168.0 3,675.4 3,803.0 650.0 53,910.7
















教育費 衣料費 医療費 その他
第1層 785.0 56.1 22.2 6.5 6.9 8.2 0.1 100.0
第2層 1070.7 41.0 22.1 6.4 4.9 25.2 0.4 100.0
第3層 1035.7 56.8 20.7 8.2 5.9 8.3 0.0 100.0
第4層 1265.0 55.7 20.8 9.2 7.1 6.6 0.6 100.0










第 2 層と最も高い第 4 層との格差は 1.5 倍程度である。それに対し、非食糧費には大きな





関しては第 1 層と第 2 層では若干の逆転が起こっている）、子供の教育や衣服にかける金銭
的余裕が出てきていることが予想できる。階層間の格差は最大で、教育費が約 3.0 倍、衣料
費が約 2.6 倍となっている。一方で、医療費に関しては所得の高さとの関連性は見られない。









貧困者数（人） 366 606 322
貧困率（％） 57.1 94.5 50.2
 
出所）筆者作成。 
注）1 日 1 ドル未満及び 1 日 2 ドル未満は 365 を乗じて年間の貧困ラインを設定している。カンボジア独
自の農村部貧困ラインは 3,503 リエル。1 ドル＝4,000 リエルとして換算し、年間分として 365 を乗じた年
間貧困ラインは約 320 ドルである。 
 
 次に、上記で計算した世帯年間収入を世帯人数で除して 1 人当たり年間収入額を求め、
貧困の分析を行った。その結果求められたタットレイ村の平均 1 人当たり年間収入額は、
354.3 ドルである。本調査では、貧困状況を把握するために、カンボジア独自の貧困ライン、
1 人 1 日 1 ドル未満、1 人 1 日 2 ドル未満の 3 つの貧困ラインを用いて分析を行った。カン
ボジア独自の貧困ラインでは 4 つの貧困ラインのうち、農村部を対象とした貧困ラインを
用いた。これは、食糧貧困ラインと非食糧貧困ライン及び清潔な水の価格を考慮して作成
したものであり、これらの費用を合計した月当たりの貧困ラインは 1 人当たり 106,560 リ
エル、よって 1 人 1 日当たりの貧困ラインは 3,503 リエル（約 0.88 ドル）となる120。 
 表 4－2－8 は各貧困ラインを基準としたタットレイ村における貧困者数と貧困率をまと
めたものである。3 つの中で最も低い額はカンボジア独自の貧困ラインであるが、この基準
における貧困者数は 322 人であり、村人口の半数以上、50.2％が貧困状態にある。貧困ラ




                                                  
120 Ministry of Planning（2013）。カンボジア独自の貧困ラインの詳細は序章を参照。 
116 
 












































































































































 図 4－2－5はタットレイ村における 1人当たり所得を低い順に並べ図示したものである。
図内の横太線は各貧困ラインを表しており、低い順にカンボジア独自の農村部貧困ライン
（約 320 ドル）、1 日 1 ドル（365 ドル）、1 日 2 ドル（730 ドル）となっている。所得額に
応じて 100 ドル毎に階級分けを行った場合、第 1 階級（100 ドル未満）の人数は 66 人と比
較的少ないが、続く第 2 階級（100 ドル以上 200 ドル未満）から第 5 階級（400 ドル以上
500 ドル未満）の 4 階級は全て 110 人以上となっている。第 1 階級から第 5 階級までの総
人数は 537 人、村人口の 83.8%を占めており、大半の人々は所得の低いレベルに留まって
いることが分かる121。 
 表 4－2－9 にはタットレイ村における年間 1 人当たり所得の状況をまとめている。平均
値の 354.3 ドルに比べ、中央値は 317.9 ドルとやや低い。一方で、階級幅を 100 ドルとし
た場合の最頻値は 450 ドルと平均値、中央値よりもやや高い結果となっている。上述した
ように第 2 階級から第 5 階級までは全て 110 人を超えており、ほぼ同水準となっている。
最頻値の頻度は 125 人である。平均値、中央値、最頻値を考慮すると、年間 1 人当たり所
得の高さは、1 日 1 ドル水準の前後程度であると考えられる。また、分散は 67362.06、標
準偏差は259.54ドル、変動係数は0.73である。平均値354.3ドルに対して標準偏差が259.54
ドルであるということは、変動はかなり大きいと見ることができるだろう。さらに、図 4
                                                  




す貧困ギャップも合わせて示している。1 日 1 ドル及びカンボジア独自の農村部貧困ライン
の貧困ギャップはそれぞれ、0.26 及び 0.23 であり約 4 分の 1 の不足分が生じている。基準



















表 4－2－10 1 人当たり所得累積比及びジニ係数 
20% 40% 60% 80% 100% ジニ係数









 表 4－2－11 は、平均世帯人数と世帯主の状況を世帯所得の階層別及び性別にまとめたも
のである。平均世帯人数は、階層が高くなるほど多くなる傾向が見られるが、第 2 層から
第 5 層に関しては世帯主の性別による大きな差異は見られない。第 1 層を除いた階層にお
                                                  
122 United Nations Development Programme（2013）。 
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いては、男性が世帯主である世帯の方が多くその割合は 7 割を超えている。しかし、第 1
層では男性世帯主の場合 5.1 人であるのに対し、女性世帯主では 2.9 人と少ない点が特徴的
である。また、第 1 層は唯一男性世帯主より女性世帯主の方が多くなっている。さらに、
第 2 層から第 4 層では平均世帯収入に関して性別による差異はほとんどないが、第 1 層で
は女性世帯主の方が大幅に低くなっている123。婚姻状況から、これらのほとんどは夫と死




表 4－2－11 収入階層別の平均世帯人数及び世帯主の状況 
未婚 既婚 死別 離婚
男性 5.1 471.4 13 48.1 40.5 0 12 1 0
女性 2.9 404.0 14 51.9 49.6 0 0 11 3
男性 4.4 857.3 19 70.4 36.6 0 18 0 1
女性 4.8 856.1 8 29.6 50.0 1 1 5 1
男性 4.5 1380.8 22 84.6 39.6 1 21 0 0
女性 5.0 1380.6 4 15.4 58.5 0 0 4 0
男性 5.5 2198.7 19 73.1 42.5 0 19 0 0
女性 4.1 2195.7 7 26.9 52.1 1 0 6 0
男性 6.2 3672.2 24 92.3 41.8 1 23 0 0




























は第 5 層の男性世帯主 2 人のみである。女性世帯主の場合は、男性に比べより低いレベル
の教育しか受けられておらず、最高で小学校卒業が 1 名（第 1 層）、その他は小学校中退或
                                                  



































男性 13 0 0 0 1 0 3 7 0 2 0 1 0 0 7 0
女性 13 4 0 0 0 0 5 8 1 0 0 0 0 0 5 0
男性 12 0 0 0 9 1 5 11 0 2 0 0 0 1 11 1
女性 7 3 0 0 1 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0
男性 14 4 2 3 7 0 5 11 0 3 0 2 0 1 12 1
女性 4 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 1 0
男性 8 2 0 3 9 0 3 10 1 3 0 1 0 1 16 0
女性 7 3 0 0 0 0 4 3 0 0 0 0 0 0 1 0
男性 13 7 0 5 10 0 5 14 0 3 0 0 2 0 12 3













表 4－2－13 収入階層別生産年齢人口 
総数 世帯平均 男性 世帯平均 女性 世帯平均
第1層 106 3.9 65 2.4 26 1.0 39 1.4 61.3
第2層 115 4.3 69 2.6 34 1.3 35 1.3 60.0
第3層 119 4.6 61 2.3 27 1.0 34 1.3 51.3
第4層 133 5.1 89 3.4 43 1.7 46 1.8 66.9











注）生産年齢人口は 15 歳以上 64 歳以下の人口とし計算している。 
 
表 4－2－13 は世帯所得階層別の生産年齢人口を表している。生産年齢人口は、第 1 層か
ら第 3 層では各層に 60 人台、世帯平均で 2.3 人から 2.6 人であるのに対し、第 4 層では 89
人で世帯平均 3.4 人、第 5 層になると 106 人で世帯平均 4.1 人となっている。上位層ほど
労働力になりうる人口も多く、このことが所得の高さにつながっていると考えられる。男
女別に見ても、第 5 層では世帯当たり男性 2 人以上、女性 2 人以上と、多くの労働力を保
























第1層 20 15 3 0 2 6 0 10 10 0 0 0 3 0
第2層 20 17 2 0 1 5 0 15 14 0 0 1 5 1
第3層 16 14 2 0 0 10 0 15 13 0 1 1 7 0
第4層 11 7 0 0 4 4 0 17 17 0 0 0 9 0



























第1層 0.7 75.0 15.0 0.0 10.0 30.0 0.0 0.4 100.0 0.0 0.0 0.0 30.0 0.0
第2層 0.7 85.0 10.0 0.0 5.0 25.0 0.0 0.6 93.3 0.0 0.0 6.7 33.3 6.7
第3層 0.6 87.5 12.5 0.0 0.0 62.5 0.0 0.6 86.7 0.0 6.7 6.7 46.7 0.0
第4層 0.4 63.6 0.0 0.0 36.4 36.4 0.0 0.7 100.0 0.0 0.0 0.0 52.9 0.0
















 表 4－2－14 は学齢年齢（6 歳以上 15 歳以下）125の人口とその経済活動状況、識字能力
状況をまとめたもので、表 4－2－15 はその割合を示している。男児の学齢年齢人口には階
層の高さとの関連はあまり見られず、第 1 層、第 2 層及び第 5 層にて 20 人、1 世帯当たり
0.7 人から 0.8 人を保持していることが分かる。下位の 3 層では、労働を行っている者もわ
ずかながら存在する。世帯所得が高いグループほど、子供に教育を集中して受けさせてい
る傾向が見て取れる。識字能力に関しては、クメール語を習得している割合は、ほとんど
の階層において 25％から 35％程度であるが、第 3 層では約 63％と高い。一方で、英語を
                                                  
125 カンボジアの教育制度は六・三・三制で、義務教育は憲法上 9 年間である。故に本調査では、義務教




なるほど多くなっており、第 5 層では第 1 層の 2 倍となっている。男児に比べ学業に専念
している者が多く、第 3 層の「学生と労働」と回答した 1 名及び無回答を除くと、全てが
学生と回答している。クメール語の識字能力に関しては、第 3 層の数値は男児より低いが
他の階層では男児と同等かやや高く、第 4 層においては半数以上がクメール語の識字能力
を備えている。英語に関しては第 2 層の 6.7％が習得しているのみという結果であった。 
 














第1層 6 2 4 0 0 4 0 8 3 5 0 0 5 1
第2層 7 4 3 0 0 5 0 10 2 6 0 2 8 0
第3層 4 4 0 0 0 2 0 6 2 4 0 0 5 2
第4層 14 6 8 0 0 10 2 11 6 5 0 0 10 5



























第1層 0.2 33.3 66.7 0.0 0.0 66.7 0.0 0.3 37.5 62.5 0.0 0.0 62.5 12.5
第2層 0.3 57.1 42.9 0.0 0.0 71.4 0.0 0.4 20.0 60.0 0.0 20.0 80.0 0.0
第3層 0.2 100.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.2 33.3 66.7 0.0 0.0 83.3 33.3
第4層 0.5 42.9 57.1 0.0 0.0 71.4 14.3 0.4 54.5 45.5 0.0 0.0 90.9 45.5

















 また、表 4－2－16 は若年層の経済活動状況と識字能力を、表 4－2－17 はその割合を示
している。本調査では 16 歳以上 22 歳以下を若年層126として計算している。男性若年層の
人数は、第 1 層から第 3 層では 4 人から 7 人とやや少ないが、上位 2 層では 14 人及び 15
人と比較的多くなっている。活動状況は、第 3 層のみ全ての若年層が学生という結果にな
ったが、他の階層では学生と労働とに回答が割れている。第 5 層では労働の割合は 80.0％
と非常に高い。識字能力に関してクメール語習得率は、最も低い第 3 層が 50.0％、第 2 層
                                                  
126 経済活動と共に教育状況を把握するための分析であるため、ここでは高等学校から大学にあたる年齢
である 16 歳から 22 歳を若年層としている。 
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や第 4 層では 71.4％とかなり高い数値を示している。英語を習得している人が存在するの
は第 4 層と第 5 層だけであった。 
 女性の状況を見ると、若年層の人数は第 3 層が 6 人と少なく、第 1・第 2・第 4 層で 10


















新聞 テレビ ラジオ 自転車 バイク 携帯電話
第1層 9 14 0 0 7 12 31 13 15
第2層 8 18 0 2 9 13 43 13 26
第3層 13 13 0 0 11 11 31 16 28
第4層 14 12 0 1 13 10 37 21 42
第5層 19 14 0 3 15 10 44 37 50





世帯は第 3 層に 1 世帯存在しているだけであった。 
 




                                                  












イ村でも普及しており、所有数は階層が高いほど多い。第 1 層では 15 台と少ないが、第 2
層と第 3 層では 1 世帯当たり平均 1 台程度、第 5 層では平均約 1.9 台となっている。 
 次に、タットレイ村における貯蓄の状況に注目すると、毎月貯蓄を行っている世帯数は
多いが、その額は非常に少ないと言える。表 4－2－19 は貯蓄に関する結果をまとめたもの




表 4－2－19 平均月当たり貯蓄額及び貯蓄を行っている世帯数 
Riel ドル






 表 4－2－20 は借金を行っている世帯数及び貸し手の種類をまとめたものである。何らか










                                                  
128 例えば筆者が 2010 年に入手した携帯電話は本体が 18 ドル、電話番号が 7 ドルであった。料金用プリ
ペイドカードは 2 ドル分から販売されていた。 
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第1層 156.3 4 39.1 15347.4 568.4 375.0 10 37.5 1 0 4 5 0.9
第2層 583.8 9 64.9 16523.1 612.0 3022.5 15 201.5 0 2 8 5 3.5
第3層 151.0 6 25.2 12864.4 494.8 700.0 8 87.5 0 1 4 3 0.5
第4層 291.3 12 24.3 13602.8 523.2 1852.5 12 154.4 3 0 6 3 0.8
第5層 306.0 8 38.3 28487.9 1095.7 5653.8 11 514.0 2 2 5 2 1.5



















 表 4－2－21 は、所有家畜の総価値、総貯蓄額、借金総額及び貸し手の種類を世帯所得階
層別にまとめたものである。貯蓄及び借金を行っている世帯数は、階層の高低による特徴
は見られない。平均貯蓄額と世帯所得との関連性は見られず、第 2 層が 64.9 ドルと最も高
くなっている。所有している家畜の価値の項目では、豚、牛、水牛、鶏、カモの 5 種類の
家畜の数及びそれらを売却した場合の価格を質問し、総価値を計算した。平均所有家畜価
値も世帯の所得との関連性はあまり見られないが、第 1 層から第 4 層までの平均値が 400










が高いのは第 5 層であるが、次いで、第 2 層が 201.5 ドルとなっている。借金総額の世帯






第 3 節 ラタン産業の状況 
4-3-1 調査及び調査村の概要 
 本調査は対象村内で行われている家内産業であるラタン手工芸品（Rattan Handicraft: 
以下 RH）産業の現状の把握とその将来性を測ることを目的としている。 
 












































調査日は、2013 年 8 月 18 日から 20 日の 3 日間、調査方法は標本調査ではなく全数調査
を採用した。調査対象は RH 産業を行っている全世帯となるため 58 世帯に対し調査を行っ
た。調査対象となるのは全 58 世帯で総人口は 311 人、平均世帯人数は 5.4 人である。表 4
－3－1 には調査村の概要をまとめている。調査村であるポピセ村は、シェムリアップ州カ
ラベイリエル郡カラベイリエル行政区に属しており、シェムリアップ市街地から北方に約 9
キロ、アンコール遺跡群からは約 16 キロに位置している。図 4－3－1 はポピセ村の位置を
示している。総土地面積は約 51ha、内 33ha が稲作に利用されている。さらに、約 3ha を
野菜生産に、約 15ha を住宅として用いられている。村内に小学校及びヘルスケアセンター
は存在していないが、同行政区内のものが利用可能である。村の総人口は 441 人で、その
内男性は 217 人、女性は 224 人であった。村の総世帯数は 97 世帯、平均世帯人数は 4.5 人
である。 
 




















































                                                  
129 分類学的研究が進めば 20 種以上の種が期待されている（Hourt（2008））。 


















ポピセ村の男性の分布割合を見ると、10－14 歳と 20－24 歳の割合がカンボジア全体及
び農村部と比較しても突出して多い一方、女性の分布割合は、カンボジア全体及び農村部
とそれほど大きな違いが見られない。また、男女とも 0－4 歳及び 5－9 歳の割合は比較的
少ない。 
 














Por Pise村 全国 農村部
 
出所）筆者作成 
注）全国及び農村部の数値は National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）より作成。 
 
                                                  
131 Delvert（1958）、293 頁。 
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Por Pise村 全国 農村部
 
出所）筆者作成 
注）全国及び農村部の数値は National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）より作成。 
 




















右側の棒が後者を表している。RH 産業からのみ所得を得ているのは 2 世帯だけであり、ほ






図内の 3 つの横点線は、低い順に RH 産業所得平均値、RH 産業以外の所得平均値、世帯月









表 4－3－2 男女別世帯主の状況 
男性 女性
1 世帯主の男女比 38世帯（65.5％） 19世帯（32.8％）
2 世帯主平均年齢 43.2歳 57.4歳






































6 RH産業従事者 10世帯（26.3％） 18世帯（94.7％）
7 世帯平均月当たり所得 204.0＄ 223.9＄
8 RH産業による世帯平均月当たり所得 54.0＄ 24.7＄
9 RH産業以外による世帯平均月当たり所得 158.6＄ 200.5＄  
出所）筆者作成 
注）調査対象である 58 世帯中 1 世帯は世帯主の性別が不明のため、排除している。女性世帯主で既婚の 1
世帯は、現在配偶者が他州に居住している。8 及び 9 の項目に関しては、男性世帯主では 2 世帯、女性世
帯主では 1 世帯が所得の構成割合が不明なため排除している。 
 
 表 4－3－2 は世帯主133の状況を男女別に分けてまとめたものである。男性が世帯主であ
                                                  






る世帯数は 38 世帯、全体の 65.5％を占めているが、この割合は全国平均よりもかなり低い
134。世帯主の平均年齢は男性が 43.2 歳、女性が 57.4 歳と男性世帯主の方が比較的若く、






る。世帯主が RH 産業に携わっているかという項目では、男性が 10 世帯（26.3％）のみで
あるのに対し、女性は 18 世帯（94.7％）とほぼ全ての世帯主が該当した。世帯平均の月当




次に、世帯当たりの月当たり所得を低い順に 5 階層に分類し分析を行った。表 4－3－3
は階層毎の平均所得額、RH 産業による所得、また世帯主に関して男女別人数、男女別平均
所得、男女別の RH 産業による所得をまとめたものである。 
 













男性 8 47.8 22.1
女性 4 80.6 8.9
男性 8 133.4 30.5
女性 4 145.1 35.0
男性 8 181.9 55.6
女性 3 195.4 21.9
男性 6 255.9 58.3
女性 5 250.4 20.0
男性 8 413.9 96.4
















注）全 58 世帯中、世帯主の性別が不明である 1 世帯を除いた 57 世帯を所得の低い順に並べ、5 つの階層
（第 1 層及び第 2 層、12 世帯、第 3 層～第 5 層、11 世帯）に分類している。RH 産業による所得に関して
は、第 1 層にて男性世帯主の 2 世帯、第 3 層にて女性世帯主の 1 世帯は所得構成が不明なため、排除して
いる。各層または性別ごとの平均値を算出している。 
 
階層毎の平均所得額を見ると、第 1 層の値に対し第 2 層は 2 倍以上、第 3 層は 3 倍以上、
                                                  
134 2008 年のカンボジア全体の男性世帯主の割合は 74.41％、女性世帯主の割合は 25.59％である
（National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009））。 
132 
 
第 4 層は 4 倍以上、第 5 層に至っては 7 倍以上であることが分かる。所得の内、RH 産業
による所得額に関しても、第 3 層と第 4 層にて逆転が起こっているものの、階層が高いほ




層で女性世帯主の方が高い。特に第 1 層では女性世帯主の所得額は男性世帯主の約 1.7 倍で
ある。男性世帯主の RH 産業による所得額は階層が上がるほど高く、第 5 層では 100 ドル
近い。一方で、女性世帯主の RH 産業による所得額は、世帯所得階層の高低にそれほど影





































第1層 5.0 0.8 39.9 7.8 72.0 11.8 6.8 1.4 12.4 2.1
第2層 2.1 0.4 62.9 12.5 43.8 11.1 2.0 0.4 3.6 0.8
第3層 2.4 0.6 74.5 18.3 67.5 15.9 8.6 2.4 5.0 1.2
第4層 2.5 0.5 67.1 11.7 76.6 16.4 6.8 1.4 5.2 1.0
第5層 3.0 0.5 103.0 16.2 150.4 26.4 18.0 2.5 7.3 1.2
 
出所）筆者作成。 
注）前表と同様に 57 世帯を 5 階層に分類している。医療費は月間分で回答している場合、12 を掛けて年
間分を推定している。被服費では 4 世帯、医療費では 4 世帯、調理用燃料費では 9 世帯が未回答であった
ため、これらを排除して計算している。 
 
 表 4－3－4 は、前表と同様に世帯当たりの月当たり所得額に応じて 5 段階に分類した階
層別の消費構造を示したものである。食糧費は階層の高さとの関連は見られず、世帯当た
り額も 1 人当たり額も第 1 層が最も高くなっている。また、1 人当たり食料費はいずれの階
層でも 1 日 1 ドルに達しておらず（最も低い第 2 層で 0.4 ドル）、農村部では食料費は少額
に抑えられることが分かる。世帯当たり被服費は第 5 層のみ 100 ドルを超えている。1 人
当たり被服費に関しては第 2 層から第 5 層はそれほどの差が生じていないが、第 1 層だけ
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は 1 人当たり 7.8 ドルに留まっている。世帯当たり医療費は第 5 層が突出して多い。2 番目
に多い第 4 層の 2 倍ほどで、1 人当たり医療費においても他の層よりも高いことが分かる。
世帯当たり所得から考えると、下位層における医療費は大きな負担になっていると考えら
れる。調理用燃料費に関しては、第 5 層が比較的多く、第 2 層が特に少ない。電力消費で
は世帯当たり、1 人当たりの両方において第 1 層が最も多く、他の階層が 1 人当たり 1 ドル
前後であるのに対し、2 倍ほどの使用量となっている135。 
 











第1層 58.8 59807.5 926.7 1857.1 477.3 2.3 850.0
第2層 137.3 3345.8 2658.3 3743.8 911.8 0.0 919.8
第3層 187.8 3591.2 1168.2 3440.6 750.1 4.5 1187.5
第4層 262.5 7170.0 1464.9 5852.1 851.1 21.3 1187.5










注）調査対象の全 58 世帯を世帯所得の低い順に 5 階層（第 1 層～第 3 層、12 世帯、第 4 層と第 5 層、11
世帯）に分類している。稲作地では、1 世帯、野菜畑では 3 世帯、所有している土地及び家屋の価値では、
18 世帯、貯蓄では 2 世帯、借金では 7 世帯が未回答であったため、これらを排除して算出している。ただ









可能性も考えられる。野菜畑の保有量は第 2 層が比較的多いが、その他の層では 1,000 ㎡
程度である。所有土地及び家屋の価値は、第 2 層と第 3 層で逆転が起きているものの、ほ
ぼ世帯当たり所得の高さに比例して高くなっている。特に上位層（第 4 層、5,852.1 ドル、
第 5 層、7,157.0 ドル）が保有している額は非常に多い。また、所有している家畜の価値に
                                                  




関しては、第 1 層が 500 ドルに達していないのに対し、最も多い第 5 層はその約 2.6 倍で
ある。 
貯蓄額に関しては、第 2 層では 0 ドル、最も多い第 4 層でも 21.3 ドルでしかなく、ほと
んどの世帯は貯蓄を行えるだけの経済的余裕を有していないことが窺える。借金額は、第 1
層から第 4 層まで階層が上がるごとに高くなっているが、第 5 層では 700.0 ドルと最も低
い。しかし、どの階層においても平均借金額は少ないとは言えず、多くの世帯の経済状況










































 まず、ポピセ村で RH 産業に従事している全員を、男女別年齢層別に分類したものが図 4
－3－5 である。RH 産業に従事（本業として、或いは農業等他の職業と兼業）している人
数は 82人である。男女比は男性が 11人、女性が 71人であり、デルヴェール（Delvert（1958））
の指摘通り、この職業は女性が主となっていると言える。女性の構成を見ると、35－39 歳
及び 45－49 歳の 10 人が最も多く、後は各世代に少数ずつ存在している。最年少は 14 歳の
女性、最高齢は 76 歳の女性である。 
以降は、インタビューを受けた回答者本人に対する分析結果である。回答人数は男性 3
人、女性 54 人で、平均年齢は男性が 43.0 歳、女性が 46.0 歳であった。 
 表 4－3－6 は RH 産業の経験年数と技術、労働時間及び製品価格についてまとめたもの
である。平均経験年数は 27.9 年と RH 製品生産者の多くは長い経験を持っている。作成可
能な RH 製品の種類は 2.7 個と比較的少ないが、新しいデザインを入手した場合に作成が可
能かという質問に対しては、40 人（69.0％）が可能と回答している。注文に応じて新しい




表 4－3－6 RH 産業の経験年数と技術レベル、労働時間、製品価格 
経験と技術 製品価格
平均経験年数（年） 27.9 最も安い製品の平均値（ドル） 1.1
作成可能なRH製品の種類数（個） 2.7 　平均必要時間（時） 4.0
労働時間 　平均必要時間（日） 1.3
平均1日当たり労働時間（時） 5.6 最も高い製品の平均値（ドル） 3.3
平均週当たり労働日数（日） 5.6 　平均必要時間（時） 5.8
平均月当たり労働日数（日） 23.3 　平均必要時間（日） 2.6
平均世帯当たり労働人数（人） 1.3  
出所）筆者作成。 
 
 RH 産業の労働時間は、1 日当たり 5.6 時間と一般的な職業と比較すると短い。しかし、
この職業は家庭が主な労働場所であり、彼らは子供の世話や料理等の家事労働と同時に生
産を行っているため、RH 製品生産に充てた正確な労働時間の算出は非常に困難である。世
帯当たりの労働人数は 1.3 人であり、2 人以上が当産業に従事している世帯は少ない。 
 製造する製品価格の中で最安値の平均値は 1.1 ドル、最も高い製品でも 3.3 ドルに過ぎな
いため、当産業の経済的規模は非常に小さいものである。しかし、製品製造にかかる時間



















表 4－3－7 RH 製品の生産と価格の決定要因 
製品生産の決定要因 人 割合（％） 価格の決定要因 人 割合（％）
自分のペース 8 13.8 原材料費及び作成必要時間 0 0.0
注文量に応じて 43 74.1 顧客及び仲介人の提示する価格 57 98.3












時間或いは 1.4 日、その平均費用額は 4.3 ドルである。 
ラタンの生息地には野生のものと私有地のものがある。生息地の所有者に料金を支払う
必要があると回答したのは 11 人のみと少数であり、その平均金額は 6.5 ドルであった。一
回の採集で入手出来るラタン量は、平均 278.9 ピース或いは 7.0 束で、これは通常、平均
19.1 日利用することが出来る量である。一方、原材料ラタンを購入しているのは 16 人






 RH 製品の価格に関して、過去 2～3 年の内に向上したと回答したのは 3 世帯、反対に下
落したと回答したのは 4 世帯であり、大半の世帯（48 世帯、82.8％）は変化が生じていな
いと回答していることから、大きな価格の変動は起こっていないと考えられる。 
 表 4－3－8 は RH 製品の価格を示している。現在の RH 製品価格に関しては、村内での


















 表 4－3－9 は需要と供給のポテンシャルをまとめたものである。需要を測る代替項目と
して月当たり売上額を質問した結果、世帯当たりの月当たり平均売上額は 31.5 ドル、過去
の月当たりの最高売上額の平均値は 42.3 ドル、最低売上額は 27.3 ドルであった。これは、
他の職業の所得額と比較しても低い。 




























 本章ではシェムリアップ州において行った 3 回の独自調査データを用いて、観光業が農
村に与える影響、農村の生活環境及び貧困状況、RH 産業の現状と将来性を明らかにするた
めに分析を行った。 
 観光業の農村への影響を測るために、観光客の頻繁に通る道路沿いにある 3 つの村、グ




困状況に関しては、貧困率ではグループ T の方が 3％ポイントほど低かったが、貧困ギャッ
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おける課題を挙げる。最後に第 3 節では、これら課題に対する対策を考察する。 
 


















                                                  




















































































































































































全 132 世帯中 56 世帯、約 42.4％であり、平均借入額は 207.2 ドルであった。その内マイク




ある世帯数は全 58 世帯中 37 世帯、約 63.8％であり、平均借入額は 1,354.4 ドルである138。









                                                  
137 タットレイ村、ポピセ村の両方の調査では、マイクロファイナンスではなく、マイクロクレジットと
いう名称を用いている。第 4 章を参照。 











































































                                                  
139 6 歳以上 15 歳以下の人口。第 4 章を参照。 









況改善の 2 点を挙げ、これらは互いに関連しているため、この 2 点の達成が教育の普及に
つながると指摘している。 
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 1960 年代以降、香港、シンガポール、韓国、台湾の 4 つの国と地域は、急速な経済成長
を経験し新興工業経済地域（NIEs）を形成した。これらに続くように一部の ASEAN 諸国
もまた開発を達成し、同地域内の貧困削減状況は大きく進捗している。しかし、その中で



































































































注）番号は、National Institute of Statistics, Ministry of Planning（2009）のコードを参照。 
 
本論文では、全 23 の州及び 1 つの特別市に関して以下のようにカタカナで表記する。 
①Bantey Meanchey バンテイメンチェイ ②Battambang バッタンバン 
③Kampong Cham コンポンチャム ④Kampong Chhnang コンポンチュナン 
⑤Kampong Speu コンポンスプー ⑥Kampong Thom コンポントム 
⑦Kampot カンポット   ⑧Kandal カンダル 
⑨Koh Kong ココン   ⑩Kratie クラティエ 
⑪Mondul Kiri モンドルキリ  ⑫Phnom Penh  プノンペン 
⑬Preah Vihear プレアヴィヒア  ⑭Prey Veng プレイベン 
⑮Pursat ポーサット   ⑯Ratanak Kiri ラタナキリ 
⑰Siem Reap シェムリアップ  ⑱Preah Sihanouk シアヌークビル 
⑲Stung Treng ストゥントレン  ⑳Svay Rieng スヴァイリエン 
㉑Takeo  タケオ   ㉒Otdar Meanchey ウドンメンチェイ 
㉓Kep ケップ    ㉔Pailin パイリン 
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 貧困層の大きさを示す最も簡単な方法である。貧困人口 qを、集団全体人口 nをとすると、
貧困者比率（H ）は、 
   
n
q








ャップ比率（ 1P ）である。貧困ギャップ比率は、貧困層の消費水準（ iy ）の貧困ラインか
らの不足分を足し合わせて指標化したものである。 
































































1 人間開発指数（Human Development Index: HDI） 
 UNDP が発行する人間開発報告書の中で各国の開発水準を比較するため指標化したもの
が人間開発指数（Human Development Index: 以下 HDI）である。世界銀行発行の世界開












2 人間貧困指数（Human Poverty Index: HPI） 
 1997 年に、UNDP が人間開発報告書の中で導入した方法で、HDI よりもさらに深刻な人
間らしい生活からの剥奪状態を表す指標が人間貧困指数（Human Poverty Index: 以下
HPI）である。HPI には、開発途上国を対象にした HPI-1 と、先進国を対象にした HPI-2
がある。HPI-1 は①40 歳まで生存できない人口比率、②成人非識字率、③経済的剥奪指数143
から成り、HPI-2 は①生存における困窮144、②知識の不足145、③生活水準の低さ146、④社
会生活からの排除147から成る（後藤（2004）、179 頁）。算出した各数値をそれぞれ 3 乗し
た数値を同ウエイトで足し合わせることで求められる148。 
 
3 多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index: MPI） 
 前述の HPI に代わる貧困指数として、2010 年版の人間開発報告書より公表されているの





を地域や民族集団ごとに把握出来るように設定している。MPI は HDI と同様に、保健、教
育、生活水準の 3 つの次元を基礎とし、その把握のため全部で 10 の指標を設定し、ウエイ
トをつけて算出している。各指標は、保健に関しては「栄養不良の家族が 1 人以上」と「1
人以上の子どもが死亡した」の 2 つ、教育に関しては「5 年以上の学校教育を修了した家族
がいない」と「就学していない学齢期児童が 1 人以上いる」の 2 つ、生活水準に関しては
「電気がない」、「清潔な飲み水へのアクセスがない」、「十分な衛生医療施設がない」、「土
                                                  
142 HDI の詳細な算出方法に関しては、「人間開発報告書 2007/2008 気候変動との戦い－分断された世界
で試される人類の団結」内のテクニカルノート 1 を参照。 
143 人間にふさわしい生活ができないことを示すもの。具体的には、安全な水にアクセスできる人の割合、
医療サービスへのアクセスを持たない人の割合、体重の不足している 5 歳以下幼児の割合を合成した指標。 
144 60 歳まで生存できない人口比率。 
145 十分な識字能力のない人の人口シェア。 
146 所得分布の中央値の 50％に満たない人口シェア。 
147 12 ヶ月以上失業している労働人口比率。 
148 HPI-1 及び HPI-2 の詳細な算出方法に関しては、「人間開発報告書 2007/2008 気候変動との戦い－分



































                                                  
149 MPI の詳細な算出方法に関しては、「人間開発報告書 2010 国家の真の豊かさ－人間開発への道筋」
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付録 3 略語一覧 
 
ADB Asian Development Bank   アジア開発銀行 
ANC Antenatal Care    妊婦ケア 
ASEAN Association of South-East Asian Nations 東南アジア諸国連合 
BHN Basic Human Needs   基本的ニーズ、 
ベーシック・ヒューマン・ニーズ 
BN Basic Needs    ベーシック・ニーズ 
CDF Comprehensive Development Framework 包括的開発枠組み 
CDEP Common Effective Preferential Tariff Scheme 共通効果特恵関税計画 
CHDR Cambodia Human Development Report カンボジア人間開発報告書 
CLMV Cambodia, Laos, Myanmar, Vietnam カンボジア、ラオス、ミャンマー、 
ベトナム 
CMDGs Cambodia Millennium Development Goals カンボジア版ミレニアム開発目標 
CSES Cambodia Socio-economic Surveys  カンボジア社会経済調査 
DOTS Directly Observed Treatment Short-course 直接服薬確認療法 
EmONC Emergency Obstetric and Newborn Care 広範囲な基本的緊急産科新生児ケア 
ERW Explosive Remnants of War  地雷及び爆発性戦争残存物 
EVI Economic Vulnerability Index  外的ショックに対する経済的脆弱性 
を表す指標 
FDI Foreign Direct Investment  海外直接投資 
GDP Gross Domestic Product   国内総生産 
GNI Gross National Income   国民総所得 
GNP Gross National Product   国民総生産 
HAI Human Assets Index   人的資源開発指標 
HDI Human Development Index  人間開発指数 
HIV Human Immunodeficiency Virus  ヒト免疫不全ウイルス 
HPI Human Poverty Index   人間貧困指数 
ICORC International Committee on the Reconstruction of Cambodia  
カンボジア復興国際委員会 
ILO International Labour Organization 国際労働機関 
IMF International Money Fund  国際通貨基金 
MFIs Microfinance Institutions   マイクロファイナンス機関 
MPI Multidimensional Index   多次元貧困指数 
MDGs Millennium Development Goals  ミレニアム開発目標 
NGO Non-Government Organizations  非政府組織 
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NIEs Newly Industrializing Economies  新興工業経済地域 
NPRD The National Program to Rehabilitate and Develop Cambodia  
国家復興開発計画 
NPRS National Poverty Reduction Strategy 国家貧困削減戦略 
NSDP National Strategic Development Plan 国家戦略開発計画 
ODA Official Development Assistance  政府開発援助 
OECD Organization for Economic Co-operation and Development 経済協力開発機構 
PRSP Poverty Reduction Strategy Paper  貧困削減戦略文書 
RFB Reference Food Basket   参考食糧バスケット 
RH Rattan Handicraft   ラタン手工芸品 
SEDP Socioeconomic Development Plan  社会経済開発計画 
SNC Supreme National Council  最高国民評議会 
TFR Total Fertility Rate   合計特殊出生率 
UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 
UNTAC United Nations Transitional Authority in Cambodia  
国連カンボジア暫定統治機構 
WDC Women Development Centers  女性開発センター 
MoWA Ministry of Women’s Affairs  女性課題省 
 
 
 
 
